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第１章 城陽市の概要 

１－１  気象 

    区分    

年次 

気    温 湿度平均 

（％）  

天 気 日 数 降水量 

平均（℃） 最高（℃） 最低（℃） 晴（日） 曇（日） 雨（日） 雪（日） 総量（mm） 日最大（mm） 

平成２１年 15.7 36.0 -3.6  71.4  88 229  48   0 1,167.5 51.5 

平成２２年 15.7 38.2 -4.7  70.2 175 132  58   0 1,521.0 79.5 

平成２３年 15.3 36.9 -4.6  68.6 185 114  65   1 1,438.0 88.0 

平成２４年 15.1 37.2 -5.7  69.7 233  44  89   0 1,644.0 180.0 

平成２５年 16.0 38.4 -4.1 69.9 244  54  67 0 1,518.5 120.0 

平成２６年 15.8 38.4 -2.9 71.1 230  57 75 3 1,245.0 128.0 

平成２７年 16.4 38.8 -1.8  68.7 234 38 93 0 1,556.0 102.5 

平成２８年 16.8 37.9 -3.6  70.2 246 49 71 0 1,496.0 94.5 

平成２９年 15.8 37.8 -3.1  67.6 226 64 74 1 1,349.5 128.5 

平成３０年 16.6 39.7 -4.4  63.6 252 51 62 0 1,507.5 122.5 

 

１月 3.4 14.4 -4.4 63.5 21 7 3 0 55.0 18.5 

 ２月 3.9 16.0 -3.9 55.7 21 6 1 0 24.5 21.5 

 ３月 10.4 24.1 -0.8 57.6 21 3 7 0 122.5 29.0 

 ４月 16.0 27.6 3.3 58.3 22 4 4 0 148.5 42.0 

 ５月 19.8 30.8 7.5 59.6 20 3 8 0 187.5 68.5 

 ６月 23.4 34.8 14.1 66.8 18 7 5 0 198.0 63.5 

 ７月 29.7 39.7 22.2 64.0 25 0 6 0 287.5 122.5 

 ８月 29.4 38.4 17.5 62.0 28 1 2 0 66.0 18.5 

 ９月 23.4 33.0 14.5 75.7 10 5 15 0 306.0 41.0 

１０月 18.4 30.0 8.5 64.8 23 5 3 0 25.0 6.0 

１１月 12.8 24.2 2.5 68.1 23 4 3 0 34.5 18.0 

１２月 8.0 23.0 -1.4 67.0 20 6 5 0 52.5 10.0 

                                                                            (資料：消防本部) 

（注） 晴、曇等の天気概況は１２時～1 時を記入（平成２５年から様式変更のため。）。 

 

 

１－２  人口推移 

  区 分

年 次    

人  口 
世帯数 

人口 

密度 

１世帯 

あたり人員 

指数 
(昭和 50 年

=100) 
備  考 

男（人） 女（人） 総数（人） 

平成２１年 38,667 41,582 80,249 29,939 2,451 2.68 136 〃 

平成２２年 38,622 41,415 80,037 29,972 2,445 2.67 136 国勢調査 

平成２３年 38,２６９ 41,116 79,385 29,985 2,425 2.65 135 推計人口調査 

平成２４年 37,912 40,757 78,669 29,905 2,403 2.63 134 〃 

平成２５年 37,560 40,435 77,995 29,822 2,382 2.62 132 〃 

平成２６年 37,255 40,186 77,441 29,905 2,368 2.59 131 〃 

平成２７年 36,952 39,917 76,869 29,884 2,350 2.57 130 国勢調査 

平成２８年 36,604 39,659 76,263 29,959 2,331 2.55 129 推計人口調査 

平成２９年 36,296 39,440 75,736 29,990 2,315 2.53 129 〃 

平成３０年 35,961 39,185 75,146 30,075 2,297 2.50 128 〃 

（資料：国勢調査、京都府推計人口） 

(注) 平成 21 年の推計人口は、平成 22 年国勢調査人口の確定に基づいて遡及修正したものである。 

平成 23 年～平成 26 年の推計人口は、平成 27 年国勢調査人口の確定に基づいて遡及修正したものである。 
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１－３  土地利用 

都市計画区域 

3,271ha 

年月日  

区分 
平成 28 年 11 月 24 日 

市
街
化
区
域 

第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域 424 ha 

第 二 種 低 層 住 居 専 用 地 域 20 

第 一 種 住 居 地 域 306 

第 二 種 住 居 地 域 1 

準 住 居 地 域 15 

近 隣 商 業 地 域 21 

商 業 地 域 2 

準 工 業 地 域 59 

工 業 地 域 17 

工 業 専 用 地 域 6 

計 871 

市 街 化 調 整 区 域  2,400 

（注）平成 26 年 10 月１日に市面積変更                                                （資料：都市政策課） 
平成 28 年５月 10 日に市内区域区分変更 

平成 28 年 11 月 24 日に市内用途地域変更 

年月日 

区分 
平成 26 年 8月 8 日 

農 業 振 興 地 域 989.0 ha 

農 

用 

地 

区 

域 

農 用 地 

田 127.4 

畑 44.5 

樹 園 地 74.4 

計 246.3 

農 業 用 施 設 用 地 12.9 

合                  計 259.2 

（資料：農政課） 

 

１－４  市道の状況 

区分          年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

実延長    （ｍ） 276,007 276,374 277,307 277,546 277,603 278,262 279,207 

舗装実延長 （ｍ） 243,531 244,168 245,634 246,194 246,547 247,419 249,088 

舗装率    （％） 88.23 88.35 88.58 88.70 88.81 88.92 89.21 

総面積    （㎡） 1,565,208 1,579,406 1,585,003 1,587,728 1,588,595 1,609,782 1,633,193 

路線数 1,209 1,211 1,219 1,220 1,220 1,223 1,232 

(注) 舗装率＝舗装実延長／実延長×１００                                 （各年度末現在） （資料：管理課） 

 

１－５  河川の状況 

種別 河川名 管理者 延 長  （ｋｍ） 

一
級 

木津川 国土交通省 7.4  

古  川 京  都  府 3.1  

青谷川 京  都  府 4.1  

長谷川 京  都  府 3.0  

準
用 

今池川 城  陽  市 2.7  

嫁付川 城  陽  市 0.7  

十六川 城  陽  市 0.7  

(平成 30 年度末現在)（資料：管理課）  
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１－６  電灯及び電力量 

区分   

年度 

電  力  量（千ｋWｈ） 

総 数 電 灯 電 力 

平成２１年度 192,146 169,503  22,643 

平成２２年度 206,100 182,948  23,152 

平成２３年度 196,276 174,656  21,620 

平成２４年度 190,600 170,061  20,539 

平成２５年度 187,700 167,608  20,092 

平成２６年度 177,062 158,129  18,934 

平成２７年度 169,170 150,857  18,314 

(資料：関西電力株式会社) 

(注) 各区分毎に千ｋWｈ未満四捨五入のため、総数において一致しない場合がある。 

電力の小売部分自由化に伴い、平成１９年度より特定規模需要（高圧電力（50ｋW 以上）の数値の公表を差し控えているため、特定規模需要（高圧電力 

（50ｋW 以上））分を除く数値である。 

平成２８年４月１日からの電力の小売全面自由化に伴い、平成２８年度分以降、数値の公表は差し控えられている。 

 

１－７  ガスの需要量 

 区分   

年度 

需  要  量（千㎥） 

総数 家庭用 医療用 商業用 工業用 公用 

平成２１年度 23,483 8,864 578 1,079 12,802 160 

平成２２年度 24,754 8,837 659 1,156 13,920 182 

平成２３年度 24,329 8,702 597 1,071 13,785 175 

平成２４年度 23,919 8,649 568  999 13,529 173 

平成２５年度 23,936 8,384 601 1,057 13,708 187 

平成２６年度 23,821 8,329 561 1,000 13,735 196 

平成２７年度 23,127 7,947 549 969 13,475 186 

 

 区分   

年度 

需  要  量（千㎥） 

総数 家庭用 それ以外 

平成２８年度 22,534 8,031 14,503 

平成２９年度 20,638 8,196 12,442 

平成３０年度 20,044 7,252 12,792 

                  （資料：大阪ガス株式会社） 

（注）需要量は千㎥以下四捨五入のため総数において一致しない場合がある。 

    ガスの小売全面自由化に伴い、平成２８年度よりガス販売量の区分を変更。 

 

１－８  上水道事業規模 

       区分  

年度 

給水人口 普及率 年間配水量 一人一日平均 配水管等の 消火栓数 

（人） （％） （千㎥） 配水量 （L） 延長（㎞） （栓） 

平成２１年度 80,769 99.7 9,174 311 249 1,402 

平成２２年度 80,207 99.6 9,053 309 249 1,404 

平成２３年度 79,742 99.6 8,769 300 249 1,404 

平成２４年度 79,101 99.7 8,510 295 250 1,423 

平成２５年度 78,708 99.7 8,445 294 250 1,434 

平成２６年度 78,203 99.7 8,258 289 252 1,437 

平成２７年度 77,735 99.7 8,106 285 255 1,443 

平成２８年度 77,225 99.7 8,033 285 257 1,443 

平成２９年度 76,605 99.7 7,965 285 255 1,463 

平成３０年度 76,144 99.7 7,903 284 255 1,465 

（資料：上下水道部） 
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１－９  公共下水道の状況 

     区分 

 

年度 

計画決定面積 事業認可区域面積 処理区域面積 総人口 処理区域人口 普及率 

(A) (B) (C) (D) (E) 面積 人口 

ha ha ha 人 人 (C)/(A)% (C)/(B)% (E)/(D)% 

平成２１年度 962 962.0 906.7 81,010 80,033 94.3 94.3 98.8 

平成２２年度 962 962.0 906.7 80,498 79,585 94.3 94.3 98.9 

平成２３年度 962 962.0 906.7 80,025 79,110 94.3 94.3 98.9 

平成２４年度 962 962.0 906.7 79,370 78,452 94.3 94.3 98.9 

平成２５年度 1,000.3 1,000.3 906.7 78,969 78,128 90.6 90.6 98.9 

平成２６年度 1,000.3 1,000.3 906.7 78,461 77,649 90.6 90.6 99.0 

平成２７年度 1,000.3 1,000.3 919.3 77,980 77,165 91.9 91.9 99.0 

平成２８年度 1,000.3 1,000.3 923.7 77,452 76,634 92.3 92.3 99.0 

平成２９年度 1,000.3 1,000.3 931.4 76,825 76,390 93.1 93.1 99.4 

平成３０年度 1,000.3 1,000.3 936.2 76,340 75,927 93.6 93.6 99.5 

（各年度末現在）（資料：上下水道部） 

 

 

１－１０  し尿浄化槽設置状況 

   単独処理浄化槽 合併処理浄化槽 合計 

一般家庭 事業所 一般家庭 事業所 一般家庭 事業所 計 

平成２１年度 1,977 376 458 96 2,435 472 2,907 

平成２２年度 1,855 363 423 95 2,278 458 2,736 

平成２３年度 1,756 356 401 88 2,157 444 2,601 

平成２４年度 1,660 348 382 86 2,042 434 2,476 

平成２５年度 1,585 334 360 87 1,945 421 2,366 

平成２６年度 1,516 326 345 87 1,861 413 2,274 

平成２７年度 1,436 319 321 85 1,757 404 2,161 

平成２８年度 1,384 312 308 81 1,692 393 2,085 

平成２９年度 1,290 333 293 79 1,583 412 1,995 

平成３０年度 1,250 301 282 73 1,532 374 1,906 

 （各年度末現在）（資料：城南衛生管理組合、環境課） 

 

区分 
年度 
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第２章  城陽市の環境の現況 

２－１  環境行政のあゆみ 
年 月  出来事 

昭和 42 年 8 『公害対策基本法』制定 

昭和 43 年 6 『大気汚染防止法』制定 

6 『騒音規制法』制定 

昭和 45 年 12 『水質汚濁防止法』、『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』等公害 14 法 改正、制定 

昭和 46 年 3 『京都府公害防止条例』公布（12 月施行） 

6 『特定工場における公害防止組織の整備に関する法律』制定 

6 『悪臭防止法』制定 

昭和 47 年 5 『城陽市光化学スモッグ緊急時対策要綱』制定 

6 『自然環境保全法』制定 

昭和 48 年 4 河川水水質測定開始（市） 

昭和 49 年 5 環境騒音測定開始（市） 

12 騒音規制法の地域指定を受ける 

昭和 50 年 10 市内工場の廃棄物埋め立て問題発生 

昭和 51 年 1 悪臭防止法の地域指定を受ける（５物質） 

5 鉄道騒音の測定実施（市） 

6 『振動規制法』制定 

8 騒音に係る環境基準の類型指定を受ける 

9 硫黄酸化物に係る総量規制の地域指定を受ける 

昭和 52 年 3 公害の現況（初版）発行（市） 

6 悪臭測定開始（市） 

8 市内工場の有機溶剤による公害問題発生 

昭和 53 年 1 振動規制法の地域指定を受ける 

6 『瀬戸内海環境保全特別措置法』制定 

7 『二酸化窒素に係る環境基準』設定 

9 市内工場の六価クロム排出問題発生 

昭和 54 年 8 道路騒音、振動測定開始（市） 

昭和 55 年 2 『京都府公害防止条例』の一部改正（野焼き、カラオケ規制等）施行 

昭和 59 年 3 『悪臭防止法』の一部改正（測定手法） 

昭和 63 年 11 『特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準』の一部改正 

平成元年 2 『城陽市の環境』発行（市） 

5 市内２ゴルフ場（城陽カントリー倶楽部、東城陽ゴルフクラブ）と農薬使用に関する協定を締結（市） 

平成 3年 4 大気環境現況測定を開始（ＮＯ２，ＣＯ を４ヶ所で四季の１週間測定） 

6 京都の自然 200 選 植物部門に『寺田小学校のくぬぎ』が選定 

平成 4年 6 大気環境測定を実施 

9 京都の自然 200 選 動物部門に『イタセンパラなど水生生物の木津川右岸』が選定 

平成 5年 4 空き地の雑草除去、委託料を 50円から 70 円に改定、生ゴミ処理『コンポスト』に補助金交付制度を創

設 

5 大気環境現況測定 ＮＯ2,ＣＯ に  ＳＰＭ （浮遊粒子状物質）を追加 

6 ロータリークラブより公害測定車寄贈 

9 京都の自然 200 選 地形、地物部門に『鴨谷の滝』が選定 

11 『環境基本法』成立 

平成 7年 3 京都の自然 200 選  歴史的自然環境部門に『水度神社と参道の松並木』が選定 

12 『京都府環境を守り育てる条例』公布 

平成 8年 2 悪臭防止法施行に係る環境庁告示の改正 

4 都市計画法等の改正に伴う騒音・振動関係告示の改正(府) 

平成 9年 4 『地下水保全対策委員会』の設置 

6 『環境影響評価法』の公布［平成 11 年６月施行］ 

平成 10 年 9 『京都府環境基本計画』の策定 

『騒音に係る環境基準』の改正［平成 12 年４月施行] 

10 『地球温暖化対策の推進に関する法律』公布［平成 11 年４月施行］ 

平成 11 年 7 『ダイオキシン類対策特別措置法』公布［平成 12 年１月施行］ 

10 環境監視員を配置 

平成 12 年 3 『城陽市緑の基本計画』策定 

6 『循環型社会形成推進基本法』公布 

9 『城陽市環境市民懇話会』設置 

12 『城陽市浄化槽の設置等に関する要綱』策定 

平成 13 年 3 『城陽市動植物環境調査報告書』完成(平成 10 年度から３ヶ年事業） 

4 城陽市環境市民懇話会による『城陽市環境基本条例に関する提言書』の提出 

8 城陽市名木・古木の認定（認定木 36 本） 

12 『城陽市環境基本条例』の公布 

平成 14 年 3 第１回環境フォーラム開催 

4 『城陽市環境基本条例』の施行、『城陽市環境政策推進組織』の設置 

5 『土壌汚染対策法』公布［平成 15 年２月施行］ 

8 環境方針の策定 

9 『城陽市環境基本計画中間案』を策定 

10 『城陽市環境審議会』の設置 
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年 月  出来事 

平成 15 年 2 『城陽市環境基本計画』について『城陽市環境審議会』から答申 

3 

 

『城陽市環境基本計画』策定 

『城陽市エコプラン～地球温暖化防止を含む率先実行計画～』策定 

ＩＳＯ14001 認証取得 

第２回環境フォーラム開催 

9 城陽環境パートナーシップ会議設立発起人会結成 

10 城陽環境パートナーシップ会議設立総会 

平成 16 年 1 環境井戸端会議開催 

2 ＩＳＯ14001 認証維持審査 

4 城陽市ＩＳＯ認証取得助成金交付事業開始 

城陽環境パートナーシップ会議愛称「城陽エコパートナー」に決定 

6 『特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律』制定 

9 第３回環境フォーラム開催 

平成 17 年 2 ＩＳＯ14001 認証維持審査 

京都議定書発効 

11 第４回環境フォーラム開催 

平成 18 年 1 ＩＳＯ14001 認証更新審査 

4 『京都府地球温暖化対策条例』施行 

環境監視員２名体制化 

11 第５回環境フォーラム開催 

平成 19 年 1 ＩＳＯ14001 認証維持審査 

11 第６回環境フォーラム開催 

平成 20 年 1 ＩＳＯ14001 認証維持審査 

2 『第２期城陽市エコプラン～地球温暖化防止を含む率先実行計画～』策定 

4 京都議定書約束期間開始 

11 第７回環境フォーラム開催 

平成 21 年 1 ＩＳＯ14001 認証更新審査 

5 市内一斉クリーン活動 

6 『城陽市地球温暖化対策地域推進計画』策定 

『城陽市環境基本計画』一部改正 

城陽市における地盤および地下水環境保全に関する調査報告書作成 

7 地下水講演会開催 

11 第８回環境フォーラム開催 

平成 22 年 1 ＩＳＯ14001 認証維持審査 

4 住宅用太陽光発電システム設置補助金交付事業開始 

6 市内一斉クリーン活動 

11 第９回環境フォーラム開催 

平成 23 年 1 ＩＳＯ14001 認証維持審査 

2 城陽生き物ハンドブック完成（城陽環境パートナーシップ会議作成） 

6 市内一斉クリーン活動 

11 第 10 回環境フォーラム開催 

平成 24 年 2 省エネ知恵ブック完成(城陽環境パートナーシップ会議作成) 

エコドライブ講習会（市民向け・事業者向け） 

3 地球温暖化防止教室 

4 市独自環境マネジメントシステム(Ｊ－ＥＭＳ)運用開始 

6 市内一斉クリーン活動 

11 第 11 回環境フォーラム開催 

平成 25 年 

 

 

2 『城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）』策定 

『第３期城陽市エコプラン～地球温暖化防止を含む率先実行計画～』策定 

4 ＥＣＯ宣言事業の実施 

省エネ相談窓口開設 

6 市内一斉クリーン活動 

10 環境紙芝居完成（城陽環境パートナーシップ会議と城陽高校の協働制作） 

11 第 12 回環境フォーラム開催 

平成 26 年 3 『城陽市環境基本計画』一部改正 

6 市内一斉クリーン活動 

7 省エネナビ貸出事業開始 

8 城陽生き物ハンドブック改訂版の完成 

11 第 13 回環境フォーラム開催 

平成 27 年 3 地球温暖化防止教室 

6 市内一斉クリーン活動 

7 『京都府再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例』施行 

10 城陽 ecoBOOK 完成(城陽環境パートナーシップ会議と西城陽高校の協働制作)  

11 第 14 回城陽市環境フォーラム開催 

12 気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯＰ21）開催 
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年 月  出来事 

平成 28 年 4 雨水貯留施設設置補助金交付事業開始 

6 市内一斉クリーン活動「ＡＬＬ ＦＯＲ 城陽クリーンアクション」 

10 第２次環境基本計画策定ワークグループ設置（城陽環境パートナーシップ会議） 

城陽環境かるた完成（城陽環境パートナーシップ会議作成） 

11 第 15 回城陽市環境フォーラム開催 

平成 29 年 4 住宅用蓄電池システム等設置補助金交付事業開始 

6 市内一斉クリーン活動「ＡＬＬ ＦＯＲ 城陽クリーンアクション」 

11 第 16 回城陽市環境フォーラム開催 

3 『第２次城陽市環境基本計画』策定 

『城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）』策定 

『第４期城陽市エコプラン～地球温暖化防止を含む率先実行計画～』策定 

平成 30 年 6 市内一斉クリーン活動「ＡＬＬ ＦＯＲ 城陽クリーンアクション」 

城陽生き物ガイドブック 希少生物編の完成 

11 第 17 回城陽市環境フォーラム開催 
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２－２  大気汚染の長期的評価による環境基準達成状況等 

市町村 測 定 局 二酸化窒素 
浮遊粒子状 

物質 
二酸化硫黄 一酸化炭素 

光化学 

オキシダント 

微小粒子状 

物質 

京 都 市 

市 役 所 － ー   ー ー 

壬 生 ○ ○ ○  × ○ 

伏 見 ○  ○  ×  

山 科 ○ ○ ○  × ○ 

左 京 ○ ○   ×  

西 京 ○ ○ ○  × ○ 

久 我 ○ ○   × ○ 

 北 ○    ×  

醍 醐 ○ ○   × ○ 

自 排 南 ○ ○  ○  ○ 

自 排 大 宮 ○ ○  ○  ○ 

自 排 山 科 ○ ○  ○  ○ 

自 排 上 京 ○ ○    ○ 

自 排 西 ノ 京 ○ ○    ○ 

向 日 市 向 陽 ○ ○ ○  × ○ 

大 山 崎 町 大 山 崎 ○ ○   ×  

宇 治 市 宇 治 ○ ○   × ○ 

城 陽 市 城 陽 ○ ○   × ○ 

久 御 山 町 久 御 山 ○ ○ ○  × ○ 

京 田 辺 市 田 辺 ○ ○   × ○ 

井 手 町 井 手      ○ 

木 津 川 市 木 津 ○ ○ ○  × ○ 

南 山 城 村 南 山 城      ○ 

精 華 町 精 華 ○ ○   × ○ 

亀 岡 市 亀 岡 ○ ○ ○  × ○ 

南 丹 市 南 丹 ○ ○   × ○ 

福 知 山 市 福 知 山 ○ ○ ○  × ○ 

舞 鶴 市 東 舞 鶴 ○ ○ ○  × ○ 

綾 部 市 綾 部 ○ ○   × ○ 

宮 津 市 宮 津 ○ ○   × ○ 

京 丹 後 市 京 丹 後 ○ ○   × ○ 

大 山 崎 町 国 道 171 号 (自 排 ) ○ ○  ○  ○ 

八 幡 市 国 道  １ 号 (自 排 ) ○ ○   × ○ 

（資料：京都府） 

(注) １．二酸化窒素、浮遊粒子状物質、二酸化硫黄及び一酸化炭素については、長期的評価による環境基準達成を○、非達成を●で示していま

す。 

   ２．光化学オキシダントについては、長期的評価の方法が示されていないため、昼間時間帯の１時間値(6～20 時)が環境基準を達成していない局

を×で示しています。 

   ３．微小粒子状物質については、環境基準達成（長期基準、短期基準ともに満足しているもの）を○、環境基準非達成のうち長期基準のみ満足し

ているものを●、長期基準、短期基準ともに満足していないものを×で示しています。 

   ４．二酸化窒素、浮遊粒子状物質、二酸化硫黄、一酸化炭素及び微小粒子状物質については、有効測定局(二酸化窒素、浮遊粒子状物質、二

酸化硫黄及び一酸化炭素については年間の測定時間が 6,000 時間以上の測定局、微小粒子状物質については年間有効測定日数が 250 日

以上の測定局)について、評価を行いました。 

   ５．京都市内の測定局については、京都市が測定したものです。 

   ６．京都市役所局は工事の為、休止中です。 

   ７．精華局は平成 27 年 3 月 19 日に精北小学校からけいはんなプラザ敷地内に移設しました。 

８. 「自排」は自動車排出ガス測定局を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 57 - 

 

 
２－３  二酸化硫黄（ＳＯ2：経年変化）測定結果 

市 町 測  定  局 

年    平    均    値   (ppm) 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

京 都 市 

市 役 所 0.004 ― ― ― ― ― ― ― 

壬 生 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 0.004 0.004 

南 0.004 ― ― ― ― ― ― ― 

伏 見 0.004 0.004 0.005 0.004 0.004 0.003 0.002 0.001 

山 科 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 0.001 0.001 

左 京 0.004 ― ― ― ― ― ― ― 

西 京 0.003 0.003 0.004 0.003 0.003 0.003 0.001 0.001 

久 我 0.004 ― ― ― ― ― ― ― 

醍 醐 0.004 ― ― ― ― ― ― ― 

自 排 桂 0.003 ― ― ― ― ― ― ― 

向 日 市 向 陽 0.004 0.003 0.004 0.004 0.003 0.003 0.001 0.001 

久 御 山 町 久 御 山 0.004 0.003 0.004 0.003 0.002 0.002 0.002 0.002 

木 津 川 市 木 津 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.002 0.001 0.000 

亀 岡 市 亀 岡 0.004 0.002 0.002 0.002 0.002 0.003 0.003 0.003 

福 知 山 市 福 知 山 0.003 0.003 0.003 0.003 0.002 0.002 0.000 0.000 

舞 鶴 市 東 舞 鶴 0.003 0.001 0.001 0.001 0.002 0.002 0.002 0.002 

（資料：京都府） 

 

 

２－４  浮遊粒子状物質（ＳＰＭ：経年変化）測定結果 

市  町 測 定 局 

年    平    均    値 （ｍｇ／ｍ３） 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

京 都 市 

市 役 所 0.018 0.017 0.019 0.016 0.014 0.015 0.018 ― 

壬 生 0.021 0.016 0.017 0.014 0.014 0.016 0.018 0.017 

南 0.016 ― ― ― ― ― ― ― 

伏 見 0.018 ― ― ― ― ― ― ― 

山 科 0.017 0.017 0.020 0.017 0.016 0.015 0.016 0.016 

左 京 0.014 0.015 0.016 0.015 0.014 0.012 0.012 0.012 

西 京 0.017 0.016 0.016 0.016 0.014 0.014 0.015 0.016 

久 我 0.018 0.018 0.019 0.017 0.016 0.014 0.015 0.014 

醍 醐 0.017 0.016 0.017 0.017 0.015 0.015 0.015 0.014 

自 排 南 0.022 0.021 0.023 0.022 0.021 0.020 0.018 0.018 

自 排 大 宮 0.022 0.024 0.025 0.022 0.020 0.018 0.020 0.019 

自 排 山 科 0.020 0.017 0.024 0.017 0.018 0.017 0.017 0.018 

自 排 上 京 ― ― 0.019 0.017 0.016 0.016 0.016 0.016 

自 排 西 ﾉ 京 0.019 0.021 0.023 0.017 0.017 0.017 0.017 0.018 

自 排 桂 0.018 ― ― ― ― ― ― ― 

向 日 市 向 陽 0.018 0.017 0.018 0.016 0.017 0.016 0.015 0.015 

大 山 崎 町 大 山 崎 0.020 0.021 0.022 0.020 0.020 0.018 0.018 0.017 

宇 治 市 宇 治 0.019 0.019 0.018 0.018 0.019 0.017 0.017 0.016 

城 陽 市 城 陽 0.019 ― 0.023 0.020 0.019 0.017 0.017 0.016 

久 御 山 町 久 御 山 0.017 0.016 0.021 0.019 0.023 0.021 0.022 0.021 

八 幡 市 国 設 京 都 八 幡 0.020 0.021 0.022 ― ― ― ― ― 

京 田 辺 市 田 辺 0.022 0.021 0.023 0.021 0.020 0.016 0.017 0.017 

木 津 川 市 木 津 0.019 0.019 0.019 0.020 0.025 0.024 0.022 0.021 

精 華 町 精 華 0.019 0.019 0.020 0.019 0.016 0.014 0.015 0.013 

亀 岡 市 亀 岡 0.017 0.020 0.020 0.019 0.023 0.021 0.021 0.021 

南 丹 市 南 丹 0.017 0.017 0.019 0.016 0.013 0.010 0.011 0.010 

福 知 山 市 福 知 山 0.017 0.017 0.018 0.017 0.015 0.014 0.014 0.013 

舞 鶴 市 東 舞 鶴 0.020 0.021 0.022 0.017 0.024 0.024 0.022 0.022 

綾 部 市 綾 部 0.016 0.015 0.017 0.016 0.014 0.011 0.012 0.012 

宮 津 市 宮 津 0.018 0.019 0.020 0.019 0.017 0.016 0.015 0.016 

京 丹 後 市 京 丹 後 0.015 0.018 0.021 0.019 0.021 0.019 0.018 0.018 

大 山 崎 町 国 道 １ ７ １ 号 0.018 0.019 0.022 0.025 0.025 0.014 0.020 0.013 

宇 治 市 国 道 ２ ４ 号 0.021 0.022 ― ― ― ― ― ― 

八 幡 市 国 道 １ 号 0.016 0.017 0.020 0.023 0.021 0.020 0.014 0.019 
（資料：京都府） 
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２－５  光化学オキシダント（Ｏｘ：経年変化）測定結果 

市 町 測 定 局 

  昼間の日最高 1 時間値の年平均値(ppm) 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

京 都 市 

市 役 所 0.045 0.049 0.050 0.048 0.048 0.047 0.050 ― 

壬 生 0.044 0.048 0.048 0.047 0.049 0.048 0.050 0.047 

南 0.045 ― ― ― ― ― ― ― 

伏 見 0.045 0.048 0.049 0.047 0.048 0.048 0.048 0.047 

山 科 0.046 0.049 0.048 0.048 0.048 0.047 0.048 0.044 

左 京 0.045 0.048 0.050 0.048 0.048 0.047 0.049 0.046 

西 京 0.045 0.049 0.051 0.049 0.048 0.046 0.049 0.046 

久 我 0.044 0.048 0.049 0.048 0.048 0.047 0.049 0.046 

北 0.043 0.047 0.048 0.046 0.045 0.043 0.045 0.044 

醍 醐 0.046 0.049 0.051 0.049 0.048 0.048 0.050 0.048 

向 日 市 向 陽 0.045 0.048 0.052 0.051 0.051 0.050 0.050 0.048 

大 山 崎 町 大 山 崎 0.044 0.050 0.052 0.049 0.050 0.048 0.050 0.047 

宇 治 市 宇 治 0.046 0.052 0.053 0.051 0.052 0.050 0.052 0.049 

城 陽 市 城 陽 0.046 ― 0.053 0.051 0.052 0.050 0.052 0.049 

久 御 山 町 久 御 山 0.046 0.051 0.054 0.053 0.052 0.051 0.052 0.049 

八 幡 市 国 設 京 都 八 幡 0.045 0.048 0.050 ― ― ― ―  

京 田 辺 市 田 辺 0.044 0.049 0.051 0.051 0.053 0.052 0.052 0.049 

木 津 川 市 木 津 0.046 0.050 0.053 0.053 0.053 0.054 0.053 0.050 

精 華 町 精 華 0.047 0.052 0.055 0.053 0.052 0.051 0.052 0.052 

亀 岡 市 亀 岡 0.045 0.048 0.049 0.049 0.049 0.049 0.050 0.047 

南 丹 市 南 丹 0.045 0.047 0.049 0.050 0.049 0.050 0.050 0.046 

福 知 山 市 福 知 山 0.045 0.049 0.054 0.047 0.048 0.046 0.048 0.045 

舞 鶴 市 東 舞 鶴 0.043 0.048 0.047 0.047 0.047 0.046 0.048 0.046 

綾 部 市 綾 部 0.045 0.050 0.049 0.048 0.048 0.047 0.048 0.046 

宮 津 市 宮 津 0.047 0.050 0.051 0.048 0.049 0.050 0.049 0.049 

京 丹 後 市 京 丹 後 0.046 0.048 0.049 0.049 0.049 0.048 0.050 0.048 

八 幡 市 国 道 １ 号 ― ― 0.044 0.045 0.045 0.043 0.045 0.044 

（資料：京都府） 
（注）１. 昼間とは５時から 20 時までの時間帯をいいます。 

２. 昼間の 1 時間値は６時から 20 時までの測定値です。 
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２－６  二酸化窒素（ＮＯ2：経年変化）測定結果 

市  町 測  定  局 

年    平    均    値   (ppm) 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

京 都 市 

市 役 所 0.013 0.012 0.012 0.011 0.011 0.011 0.011 ― 

壬 生 0.013 0.013 0.013 0.012 0.011 0.011 0.011 0.010 

南 0.017 ― ― ― ― ― ― ― 

伏 見 0.018 0.017 0.016 0.016 0.015 0.013 0.014 0.013 

山 科 0.014 0.013 0.014 0.013 0.012 0.011 0.012 0.010 

左 京 0.009 0.010 0.009 0.008 0.008 0.008 0.008 0.008 

西 京 0.013 0.012 0.012 0.010 0.009 0.009 0.009 0.008 

久 我 

北 

0.017 

0.012 

0.016 

0.010 

0.015 

0.011 

0.014 

0.010 

0.014 

0.010 

0.013 

0.009 

0.013 

0.009 

0.012 

0.008 

醍 醐 

自 排 南 

自 排 大 宮 

自 排 山 科 

自 排 上 京 

自 排 西 ノ 京 

0.017 

0.028 

0.029 

0.025 

― 

0.017 

0.015 

0.027 

0.028 

0.023 

― 

0.017 

0.015 

0.026 

0.028 

0.023 

0.011 

0.016 

0.014 

0.025 

0.026 

0.022 

0.010 

0.015 

0.014 

0.025 

0.025 

0.021 

0.010 

0.015 

0.013 

0.022 

0.024 

0.019 

0.010 

0.014 

0.013 

0.021 

0.024 

0.020 

0.010 

0.013 

0.012 

0.019 

0.022 

0.018 

0.009 

0. 012 

自 排 桂 0.012 ― ― ― ― ― ― ― 

向 日 市 向 陽 0.013 0.012 0.011 0.009 0.009 0.009 0.010 0.007 

大 山 崎 町 大 山 崎 0.014 0.014 0.014 0.013 0.012 0.011 0.013 0.011 

宇 治 市 宇 治 0.012 0.011 0.011 0.012 0.011 0.010 0.011 0.010 

城 陽 市 城 陽 0.011 ― 0.010 0.009 0.008 0.008 0.009 0.009 

久 御 山 町 久 御 山 0.016 0.014 0.015 0.014 0.014 0.013 0.013 0.012 

八 幡 市 国 設 京 都 八 幡 0.014 0.013 0.013 ― ― ― ― ― 

京 田 辺 市 田 辺 0.013 0.011 0.012 0.011 0.011 0.010 0.011 0.010 

木 津 川 市 木 津 0.008 0.008 0.008 0.007 0.007 0.006 0.007 0.007 

精 華 町 精 華 0.009 0.009 0.008 0.008 0.009 0.009 0.009 0.008 

亀 岡 市 亀 岡 0.008 0.008 0.007 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 

南  丹  市 南 丹 0.004 0.004 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 0.003 

福 知 山 市 福 知 山 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 0.004 0.005 0.005 

舞 鶴 市 東 舞 鶴 0.008 0.006 0.006 0.007 0.006 0.006 0.006 0.006 

綾 部 市 綾 部 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 0.005 0.005 0.004 

宮 津 市 宮 津 0.004 0.004 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 

京 丹 後 市 京 丹 後 0.004 0.003 0.003 0.003 0.003 0.002 0.003 0.002 

大 山 崎 町 国道 171 号(自排) 0.029 0.028 0.025 0.023 0.023 0.021 0.018 0.019 

宇  治  市 国道 24 号( 自 排 ) 0.023 0.022 ― ― ― ― ― ― 

八 幡 市 国 道 １ 号 ( 自 排 ) 0.023 0.022 0.022 0.020 0.020 0.019 0.021 0.017 

（資料：京都府）  
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２－７  微小粒子状物質（ＰＭ２．５：経年変化）測定結果 

市 町 村 測  定  局 

年  平  均  値(μg/㎥) 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

京 都 市 

市 役 所 14.6 14.1 13.1 11.8 10.5 11.0 － 

壬 生 14.5 14.6 12.9 13.3 11.7 11.4 11.7 

山 科 － 16.1 14.6 12.8 10.7 11.4 12.1 

西 京 － 16.3 14.3 12.7 11.1 11.4 10.5 

久 我 － 16.8 14.9 13.6 12.1 12.6 11.9 

醍 醐 15.8 15.4 14.5 12.1 10.5 11.6 9.7 

自 排 南 16.2 17.1 15.6 13.1 11.1 11.9 11.1 

自 排 大 宮 18.0 18.1 16.5 14.5 12.６ 12.4 12.0 

自 排 山 科 14.6 14.0 13.2 11.2 9.8 10.3 9.3 

自 排 上 京 － 14.6 13.2 11.9 10.0 10.4 9.8 

自 排 西 ノ 京 － 15.8 14.5 12.7 11.3 11.3 10.0 

向 日 市 向 陽 13.0 13.7 13.4 12.9 11.7 12.2 11.4 

宇 治 市 宇 治 13.2 14.0 13.6 12.8 11.8 12.4 11.3 

久 御 山 町 久 御 山 14.7 16.1 15.0 13.9 12.9 13.4 12.2 

城 陽 市 城 陽 － 14.6 14.7 13.1 12.3 13.1 12.5 

京 田 辺 市 田 辺 13.1 14.4 14.7 13.6 12.2 12.6 12.0 

井 手 町 井 手 － 12.7 12.0 11.3 11.0 11.3 11.0 

木 津 川 市 木 津 13.4 14.3 14.9 14.6 13.5 13.2 12.4 

南 山 城 村 南 山 城 － － 12.3 11.3 10.9 11.0 10.2 

精 華 町 精 華 12.4 13.5 12.4 15.2 13.6 14.4 13.5 

亀 岡 市 亀 岡 13.0 14.9 13.3 13.2 12.1 12.3 11.9 

南 丹 市 南 丹 11.0 12.1 13.2 12.3 11.8 12.1 11.3 

福 知 山 市 福 知 山 14.4 15.0 13.6 11.5 10.3 11.0 9.9 

舞 鶴 市 東 舞 鶴 12.3 13.0 12.6 13.2 12.7 12.3 11.9 

綾 部 市 綾 部 13.6 14.1 13.1 12.7 11.2 11.2 11.0 

宮 津 市 宮 津 10.9 11.6 10.8 10.6 10.0 10.2 10.6 

京 丹 後 市 京 丹 後 11.2 12.0 11.2 11.1 10.3 10.4 10.6 

大 山 崎 町 国道 171 号(自排) 15.9 15.6 14.6 13.2 12.0 14.6 11.4 

八 幡 市 国道 １ 号(自排) 16.4 17.6 15.7 14.8 13.9 12.0 13.6 

環境基準 1 年平均値が 15 ㎍/㎥以下であり、かつ、1 日平均値が 35 ㎍/㎥以下であること。 

（資料：京都府） 
 

 
２－８  大気汚染に係る環境基準 

物   質 環 境 基 準 

二酸化窒素 １時間値の１日平均値が 0.04ｐｐｍから 0.06ｐｐｍまでのゾーン内又はそれ以下であること。 

浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が 0.10ｍｇ／㎥以下であり、かつ、1 時間値が 0.20ｍｇ／㎥以下であること。 

光化学オキシダント １時間値が 0.06ｐｐｍ以下であること。 

二酸化いおう １時間値の１日平均値が 0.04ｐｐｍ以下であり、かつ、１時間値が 0.1ｐｐｍ以下であること。 

一酸化炭素 １時間値の１日平均値が 10ｐｐｍ以下であり、かつ、１時間値の８時間平均値が 20ｐｐｍ以下であること。 

微小粒子状物質 １年平均値が 15 ㎍／㎥以下であり、かつ、１日平均値が 35 ㎍／㎥以下であること。 

（資料：京都府） 
備考 

１．環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。 

２．二酸化窒素について、１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域にあっては、原則として、このゾーン内において、現状程度の水準を

維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものとする。 

３．浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が10μｍ以下のものをいう。 

４．光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するも

のに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 

５．微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が2.5μmの粒子を50％の割合で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去

した後に採取される粒子をいう。 

 

 

２－９  光化学スモッグ注意報等の発令基準 
区分 発令基準 解除基準 発令対象地域 

注 意 報 

１以上の測定地点においてオキシダント濃度の１時

間平均値が0.12ppm以上になり､気象条件からみて､

その濃度が継続すると認められるとき｡ 

それぞれの注

意報等の発令

地 点 における

オ キ シ ダ ン ト

濃度が継続す

る お そ れ が な

いと認められる

ようになったと

き｡ 

① 京都市地域 (京都市) 

② 乙訓地域 

(向日市、長岡京市、大山崎町) 

③ 宇治地域 

(宇治市、城陽市、久御山町) 

④ 綴喜地域 

(八幡市、京田辺市、井手町) 

⑤ 相楽地域 

(木津川市、精華町) 

警 報 

１以上の測定地点においてオキシダント濃度の１時

間平均値が0.24ppm以上になり､気象条件からみて､

その濃度が継続すると認められるとき｡ 

緊急警報 

１以上の測定地点においてオキシダント濃度の１時

間平均値が0.4ppm以上になり､気象条件からみて､

その濃度が継続すると認められるとき｡ 

（資料：京都府） 
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２－１０  大気質調査結果（平成 30 年度） 
１．JIS規格による測定 
No. 測定地点 測定項目 夏季(6 月） 秋季(9 月） 冬季(12 月) 春季(3 月） 平均値 環境基準 

11 消防本部 

二酸化窒素 0.013 0.011 0.017 0.016 0.014 0.04～0.06 

浮遊粒子状物質 0.015 0.015 0.012 0.015 0.014 0.10 

一酸化炭素 0.2 0.2 0.2 0.5 0.3 10 

２．PTIO方式による測定  
No. 測定地点 測定項目 夏季(6 月） 秋季(9 月） 冬季(12 月) 春季(3 月） 平均値 環境基準 

1 古川小学校 

二酸化 

窒素 

（ppm） 

0.010  0.007  0.013  0.012  0.011  

0.04～0.06 

2 久津川交番所 0.008  0.004  0.014  0.013  0.010  

3 陽東苑 0.006  0.003  0.010  0.011  0.008  

4 城陽台集会所 0.005  0.003  0.007  0.010  0.006  

5 西城陽中学校 0.008  0.006  0.014  0.014  0.011  

6 あけぼのハウス 0.008  0.006  0.013  0.011  0.010  

7 京都中央信用金庫 0.012  0.008  0.015  0.015  0.013  

8 鴻ノ巣台自治会集会所 0.005  0.004  0.007  0.009  0.006  

9 JA やましろ集出荷場 0.012  0.005  0.012  0.013  0.011  

10 今池小学校 0.007  0.006  0.008  0.012  0.008  

11 消防本部 0.014  0.013  0.018  0.017  0.016  

12 長池友ヶ丘集会所 0.014  0.013  0.020  0.016  0.016  

13 水主公会堂 0.009  0.005  0.014  0.011  0.010  

14 島ノ宮集会所 0.007  0.004  0.013  0.011  0.009  

15 富野公民館 0.008  0.006  0.012  0.010  0.009  

16 南城陽中学校 0.005  0.004  0.008  0.010  0.007  

17 ポール柱(中向河原） 0.005  0.003  0.009  0.010  0.007  

18 奈島会議所 0.005  0.003  0.012  0.010  0.008  

19 市辺自治会館 0.006  0.003  0.011  0.010  0.008  

20 東芦原バス停 0.014  0.007  0.018  0.021  0.015  

21 塚本深谷線 0.008 0.006 0.015 0.013 0.011 

平均値 0.008 0.006 0.013 0.012 0.010 

(注)各季７日間測定  
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２－１１  公共用水域水質測定結果（平成 30 年度） 

 

気温

水温

透視度

水素イオン濃度　（ｐＨ）　　

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） （ｍｇ/Ｌ）

浮遊物質量（ＳＳ）

溶存酸素量（ＤＯ）

カドミウム

全シアン

鉛

六価クロム

砒素

総水銀

アルキル水銀

ＰＣＢ

ジクロロメタン

四塩化炭素

1,2－ジクロロエタン

1,1-ジクロロエチレン

シス－1,2-ジクロロエチレン （ｍｇ/Ｌ）

1,1,1－トリクロロエタン

1,1,2－トリクロロエタン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

1,3－ジクロロプロペン

チウラム

シマジン

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 （ｍｇ/Ｌ）

ふっ素

ほう素

1,4－ジオキサン

化学的酸素要求量（ＣＯＤＭｎ） （ｍｇ/Ｌ）

n-ヘキサン抽出物質

全燐（Ｔ－Ｐ）

全窒素（Ｔ－Ｎ）

フェノール類

銅

亜鉛

鉄

マンガン

ニッケル

アンモニア性窒素

陰イオン界面活性剤

流量

ＢＯＤ負荷

ＣＯＤ負荷

　※古川は平成27年10月から河川拡幅工事のため欠測。

　※大腸菌群数は分析方法の観点から測定結果を平均することが適切でないため、上段に最大値を、下段に最小値を示した。

長谷川青谷川 中村川 今池川 宮ノ谷川 嫁付川 大谷川河川名

稲荷橋・明神橋 樋門上流 古川合流 庭井採水場所 古宮 大谷 長谷川橋

（℃） 15.4 16.7 17.6 17.9 16.4 16.9 15.2

（℃） 15.2 21.0 19.5 16.3 16.4 19.9 16.0

（度） ＞50 ＞50 ＞50 ＞50 ＞50 ＞50 25

生
活
環
境
項
目

7.8 7.9

（ｍｇ/Ｌ） 3 4

8.1

1.1

4 2 3 21

8.1 8.7 7.7 8.3

1.8

9.7 10 9.8 11 11

2.41.7 1.4 3.6

8.3 9.2

大腸菌群数 （MPN/100mL）
79,000 110,000 24,000 24,000 46,000

（ｍｇ/Ｌ）

14,000 4,600

11,000 2,200 2,400 1,400 1,400 940

健
　
　
康
　
　
項
　
　
目

（ｍｇ/Ｌ） <0.0003 <0.0003

（ｍｇ/Ｌ） <0.02 <0.02

（ｍｇ/Ｌ） 不検出 不検出

<0.0003 <0.0003

（ｍｇ/Ｌ） <0.0005 <0.0005 <0.0005

（ｍｇ/Ｌ） 不検出 不検出 不検出

<0.0003 <0.0003 <0.0003

不検出 不検出 不検出 不検出

（ｍｇ/Ｌ） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

<0.02 <0.02 <0.02 <0.02

<0.0005

（ｍｇ/Ｌ） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

<0.005 0.006

<0.0005 <0.0005 <0.0005

<0.002 <0.002

（ｍｇ/Ｌ） 不検出 不検出 不検出 不検出 不検出

<0.0002 <0.0002 <0.0002

不検出 不検出

（ｍｇ/Ｌ） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002

<0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004

<0.002

（ｍｇ/Ｌ） <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002

（ｍｇ/Ｌ） <0.01 <0.01 <0.01

（ｍｇ/Ｌ） <0.0004 <0.0004 <0.0004

<0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004

<0.01 <0.01 <0.01 <0.01

（ｍｇ/Ｌ） <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1

<0.001

<0.1 <0.1

（ｍｇ/Ｌ） <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006

<0.001 <0.001

<0.0006

（ｍｇ/Ｌ） <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001

（ｍｇ/Ｌ） <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001

（ｍｇ/Ｌ） <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002

<0.0003

<0.0002 <0.0002

（ｍｇ/Ｌ） <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006

<0.002 <0.002

<0.0006

（ｍｇ/Ｌ） <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003

<0.001 <0.001

（ｍｇ/Ｌ） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002

<0.001 <0.001

（ｍｇ/Ｌ） <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002

（ｍｇ/Ｌ）

<0.002

1.9 2.2 1.8 2.2 2.1 1.0

（ｍｇ/Ｌ） <0.08 <0.08 0.10 <0.08 <0.08

<0.005

0.17 0.12

（ｍｇ/Ｌ） <0.1 0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.2

5.1 3.0

<0.1

（ｍｇ/Ｌ） <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005

そ
の
他
の
項
目

3.1 5.0 4.0 5.0 7.3

（ｍｇ/Ｌ） <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5

1.2

<0.5 <0.5

（ｍｇ/Ｌ） 0.056 0.16 0.13 0.24 0.36 0.24

<0.01 <0.01

0.062

（ｍｇ/Ｌ） 0.9 2.2 2.2 2.4 3.8 2.6

（ｍｇ/Ｌ） <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01

（ｍｇ/Ｌ） <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01

0.09

0.02 <0.01

（ｍｇ/Ｌ） 0.004 0.014 0.004 0.010 0.009 0.014

<0.01 0.03

0.004

（ｍｇ/Ｌ） 0.07 0.09 0.17 0.10 0.09 0.04

（ｍｇ/Ｌ） 0.02 <0.01 0.03 0.01 0.01

（ｍｇ/Ｌ） <0.005 0.006 <0.005 <0.005 <0.005

（ｍｇ/Ｌ） 0.07 0.04 0.04 0.08 0.90 0.04

0.01

0.032

0.04

<0.005 <0.005

0.02

0.017 0.023 0.007

0.03 0.08

0.07

0.02

0.02（ｍｇ/Ｌ） 0.02 0.02 0.02 0.01

0.12             （g/s） 0.14 0.19

区
分

測定項目

（ｍ3/s） 0.089 0.083 0.139

　※透視度については分析値が50以上の場合、50として平均値を算出した。

　※流量が0.001㎥／ｓ未満の場合は、0.001㎥／ｓとして平均値を算出した。

             （g/s） 0.28 0.42 0.56 0.100.09 0.17 0.04

1.4

9,400

<0.004

0.7

<0.02

5

<0.001 <0.001 <0.001

<0.004
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２－１２  水質汚濁に係る環境基準(人の健康の保護に関する環境基準)  

項    目 基  準  値 測  定  方  法 

カ ド ミ ウ ム 0.003mg/L 以下 
日本工業規格※（以下「規格」という。）Ｋ0102 の 55.2、55.3 又は 55.4 に定め

る方法 

全 シ ア ン 検出されないこと。 
規格Ｋ0102 の 38.1.2 及び 38.2 に定める方法、38.1.2 及び 38.3 に定める

方法又は 38.1．2 及び 38.5 に定める方法 

鉛 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 54 に定める方法 

六 価 ク ロ ム 0.05mg/L 以下 

規格Ｋ0102 の 65.2 に定める方法（ただし、規格 K0102 の 65.2.6 に定める

方法により汽水又は海水を測定する場合にあっては、規格 K0170-7 の 7 の

ａ）又はｂ）に定める操作を行うものとする。） 

砒 素 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 61.2、61.3 又は 61.4 に定める方法 

総 水 銀 0.0005mg/L 以下 
昭和 46 年環境庁告示第 59 号(以下「公共用水域告示」という。)付表１に掲

げる方法 

ア ル キ ル 水 銀 検出されないこと。 公共用水域告示付表２に掲げる方法 

Ｐ Ｃ Ｂ 検出されないこと。 公共用水域告示付表３に掲げる方法 

ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.02mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

四 塩 化 炭 素 0.002mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,2-ジ ク ロ ロ エ タ ン 0.004mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1-ジ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.1mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1,1-ト リ ク ロ ロ エ タ ン 1mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,1,2-ト リ ク ロ ロ エ タ ン 0.006mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,3-ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン 0.002mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に定める方法 

チ ウ ラ ム 0.006mg/L 以下 公共用水域告示付表４に掲げる方法 

シ マ ジ ン 0.003mg/L 以下 公共用水域告示付表５の第１又は第２に掲げる方法 

チ オ ベ ン カ ル ブ 0.02mg/L 以下 公共用水域告示付表５の第１又は第２に掲げる方法 

ベ ン ゼ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

セ レ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 67.2、67.3 又は 67.4 に定める方法 

硝 酸 性 窒 素 及 び 

亜 硝 酸 性 窒 素 
10mg/L 以下 

硝酸性窒素にあっては規格Ｋ0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 に

定める方法、亜硝酸性窒素にあっては規格Ｋ0102 の 43.1 に定める方法 

ふ っ 素 0.8mg/L 以下 

規格Ｋ0102 の 34.1 若しくは 34.4 に定める方法又は規格Ｋ0102 の 34.1c)

（注(6)第三文を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法

で妨害となる物質が共存しない場合にあっては、これを省略することができ

る。）及び公共用水域告示付表６に掲げる方法 

ほ う 素 1mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 47.1、47.3 又は 47.4 に定める方法 

1,4-ジ オ キ サ ン 0.05mg/L 以下 公共用水域告示付表７に掲げる方法 

（資料：京都府） 
備考: １ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

２  「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格Ｋ0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数 

0.2259 を乗じたものと規格Ｋ0102 の 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

 
※令和元年 7 月 1 日より工業標準化法が産業標準化法に改正されたことに伴い、日本工業規格（JIS）は日本産業規格（JIS）に名称が変更になりました。 
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２－１３  水質汚濁に係る環境基準（生活環境の保全に関する環境基準） 

河川（湖沼を除く） 

 

 

 

類型 

利用目的の適応性 

基     準     値 

水素イオン濃度 

（ｐＨ） 

生物化学的 

酸素要求量 

（ＢＯＤ） 

浮遊物質量 

（ＳＳ） 

溶存酸素量 

（ＤＯ） 
大腸菌群数 

ＡＡ 
水道１級、自然環境保全及び A 以

下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

1 ㎎/L 

以下 

25 ㎎/L 

以下 

7.5 ㎎/L 

以上 

50MPN/100mL 

以下 

Ａ 
水道 2 級、水産 1 級、水浴及び B

以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

2 ㎎/L 

以下 

25 ㎎/L 

以下 

7.5 ㎎/L 

以上 

1,000MPN/100

mL 以下 

Ｂ 
水道 3 級、水産 2 級及び C 以下の

欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

3 ㎎/L 

以下 

25 ㎎/L 

以下 

5 ㎎/L 

以上 

5,000MPN/100

mL 以下 

Ｃ 
水産 3 級、工業用水 1 級及び D 以

下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

5 ㎎/L 

以下 

50 ㎎/L 

以下 

5 ㎎/L 

以上 
― 

Ｄ 
工業用水 2 級、農業用水及び E の

欄に掲げるもの 

6.0 以上 

8.5 以下 

8 ㎎/L 

以下 

100 ㎎/L 

以下 

2 ㎎/L 

以上 
― 

Ｅ 工業用水３級、環境保全 
6.0 以上 

8.5 以下 

10 ㎎/L 

以下 

ご み 等の 浮 遊

が認められない

こと。 

2 ㎎/L 

以上 
― 

測    定    方    法 

規 格 K0102 の

12.1 に定める方

法又はガラス電

極を用いる水質

自動監視測定装

置によりこれと同

程度の計測結果

の得られる方法 

規格 K0102 の

21 に定める方

法 

公共用水域告

示付表９に掲げ

る方法 

規格 K0102 の

32 に定める方

法又は隔膜電

極若しくは光学

式センサを用い

る 水 質 自 動 監

視測定装置に

よりこれと同程

度の計測結果

の得られる方法 

最確数による定

量法 

備考 

１  基準値は、日間平均値とする（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

２  農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5 ㎎/L 以上とする（湖沼もこれに準ずる。）。 

３  水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置であって、計測結果を自動的に記録する機能を有するもの

又はその機能を有する機器と接続されているものをいう（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

４  最確数による定量法とは、次のものをいう（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

試料 10mL、1mL、0.1mL、0.01ｍL・・・・・のように連続した 4 段階（試料量が 0.1mL 以下の場合は 1ｍL に希釈して用いる。）を 5 本ずつ BGLB

醗酵管に移植し、35～37℃、48±3 時間培養する。ガス発生を認めたものを大腸菌群陽性管とし、各試料量における陽性管数を求め、これから

100ｍL 中の最確数を最確数表を用いて算出する。 

この際、試料はその最大量を移植したものの全部か又は大多数が大腸菌群陽性となるように、また最少量を移植したものの全部か又は大多数

が大腸菌群陰性となるように適当に希釈して用いる。なお、試料採取後、直ちに試験ができない時は、冷蔵して数時間以内に試験する。 

（資料：京都府） 
（注）１  自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

２  水 道   １級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水 道   ２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

水 道   ３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

３  水 産   １級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 

水 産   ２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 

水 産   ３級：コイ、フナ等、β—中腐水性水域の水産生物用 

４  工業用水 １級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

工業用水 ２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

工業用水 ３級：特殊の浄水操作を行うもの 

５  環 境 保 全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む）において不快感を生じない限度 
 

 

２－１４  市内８河川水質（ＢＯＤ値）の経年変化（年平均値） 
河川 

 

年度 

青谷川 中村川 今池川 宮ノ谷川 古川 嫁付川 大谷川 長谷川 

平成 21 年度 3.3 8.0 2.2 4.4 4.1 23 2.7 1.5 

平成 22 年度 2.5 2.8 3.0 4.7 3.1 6.8 3.9 1.5 

平成 23 年度 2.0 5.1 3.0 4.9 2.1 7.7 4.1 1.7 

平成 24 年度 2.7 3.7 2.0 2.9 2.2 5.5 4.0 1.9 

平成 25 年度 2.1 2.4 1.7 3.2 2.4 5.6 2.8 1.6 

平成 26 年度 1.1 1.9 1.2 2.1 2.0 3.3 1.2 1.6 

平成 27 年度 1.1 2.4 1.2 2.0 1.3 3.0 2.1 1.3 

平成 28 年度 1.3 3.8 1.4 2.1 － 3.9 2.0 1.2 

平成 29 年度 1.4 2.2 1.3 2.1 － 3.5 1.8 1.5 

平成 30 年度 1.4 1.7 1.4 1.8 － 3.6 2.4 1.6 
（注）古川は平成 27 年 10 月から河川拡張工事のため欠測  

項目 
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２－１５  地下水水質測定結果（平成 30 年度） 

内 容 及 び 項 目 
久世 

八丁 

平川 

広田 

寺田 

南川顔 

寺田 

大川原 

水主 

森ノ東 

枇杷庄 

中奥田 

富野 

荒見田 

定量 

下限値 
環境基準 

カドミウム ND ND ND ND ND ND ND 0.0003 0.003㎎/L 以下 

全シアン ND ND ND ND ND ND ND 0.1 検出されないこと 

鉛 ND ND ND ND ND ND ND 0.005 0.01㎎/L 以下 

六価クロム ND ND ND ND ND ND ND 0.02 0.05㎎/L 以下 

砒素 ND ND ND ND ND ND ND 0.005 0.01㎎/L 以下 

総水銀 ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 0.0005㎎/L 以下 

アルキル水銀 ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 検出されないこと 

PCB ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 検出されないこと 

ジクロロメタン ND ND ND ND ND ND ND 0.002 0.02㎎/L 以下 

四塩化炭素 ND ND ND ND ND ND ND 0.0002 0.002㎎/L 以下 

クロロエチレン（別名塩化ビニル

又は塩化ビニルモノマー） 
ND ND ND ND ND ND ND 0.0002 0.002㎎/L 以下 

１，２－ジクロロエタン ND ND ND ND ND ND ND 0.0004 0.004㎎/L 以下 

１，１－ジクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.01 0.1㎎/L 以下 

１，２－ジクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.004 0.04㎎/L 以下 

１，１，１－トリクロロエタン ND ND ND ND ND ND ND 0.1 1㎎/L 以下 

１，１，２－トリクロロエタン ND ND ND ND ND ND ND 0.0006 0.006㎎/L 以下 

トリクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.00１ 0.01㎎/L 以下 

テトラクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.001 0.01㎎/L 以下 

１，３－ジクロロプロペン ND ND ND ND ND ND ND 0.0002 0.002㎎/L 以下 

チウラム ND ND ND ND ND ND ND 0.0006 0.006㎎/L 以下 

シマジン ND ND ND ND ND ND ND 0.0003 0.003㎎/L 以下 

チオベンカルブ ND ND ND ND ND ND ND 0.002 0.02㎎/L 以下 

ベンゼン ND ND ND ND ND ND ND 0.001 0.01㎎/L 以下 

セレン ND ND ND ND ND ND ND 0.002 0.01㎎/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 14 ND 5.9 2.7 ND ND 1.6 0.1 10㎎/L 以下 

ふっ素 ND ND ND ND ND ND ND 0.08 0.8㎎/L 以下 

ほう素 ND ND ND ND ND ND ND 0.1 1㎎/L 以下 

１，4－ジオキサン ND ND ND ND ND ND ND 0.005 0.05㎎/L 以下 

水素イオン濃度（ｐＨ） 6.4 6.3 6.4 6.0 6.5 6.4 6.3 － － 

 

内 容 及 び 項 目 
枇杷庄 

知原 

富野 

内川 

長池 

北清水 

観音堂 

甲田 

中 

樋ノ上 

奈島 

川田 

市辺 

中垣内 

定量 

下限値 
環境基準 

カドミウム ND ND ND ND ND ND ND 0.0003 0.003㎎/L 以下 

全シアン ND ND ND ND ND ND ND 0.1 検出されないこと 

鉛 ND ND ND ND ND ND ND 0.005 0.01㎎/L 以下 

六価クロム ND ND ND ND ND ND ND 0.02 0.05㎎/L 以下 

砒素 ND ND ND ND ND ND ND 0.005 0.01㎎/L 以下 

総水銀 ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 0.0005㎎/L 以下 

アルキル水銀 ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 検出されないこと 

PCB ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 検出されないこと 

ジクロロメタン ND ND ND ND ND ND ND 0.002 0.02㎎/L 以下 

四塩化炭素 ND ND ND ND ND ND ND 0.0002 0.002㎎/L 以下 

クロロエチレン（別名塩化ビニル

又は塩化ビニルモノマー） 
ND ND ND ND ND ND ND 0.0002 0.002㎎/L 以下 

１，２－ジクロロエタン ND ND ND ND ND ND ND 0.0004 0.004㎎/L 以下 

１，１－ジクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.01 0.1㎎/L 以下 

１，２－ジクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.004 0.04㎎/L 以下 

１，１，１－トリクロロエタン ND ND ND ND ND ND ND 0.1 1㎎/L 以下 

１，１，２－トリクロロエタン ND ND ND ND ND ND ND 0.0006 0.006㎎/L 以下 

トリクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.00１ 0.01㎎/L 以下 

テトラクロロエチレン ND ND ND ND ND ND ND 0.001 0.01㎎/L 以下 

１，３－ジクロロプロペン ND ND ND ND ND ND ND 0.0002 0.002㎎/L 以下 

チウラム ND ND ND ND ND ND ND 0.0006 0.006㎎/L 以下 

シマジン ND ND ND ND ND ND ND 0.0003 0.003㎎/L 以下 

チオベンカルブ ND ND ND ND ND ND ND 0.002 0.02㎎/L 以下 

ベンゼン ND ND ND ND ND ND ND 0.001 0.01㎎/L 以下 

セレン ND ND ND ND ND ND ND 0.002 0.01㎎/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 0.6 1.0 7.3 0.9 4.2 6.5 1.5 0.1 10㎎/L 以下 

ふっ素 ND ND ND ND ND ND ND 0.08 0.8㎎/L 以下 

ほう素 ND ND ND ND ND ND ND 0.1 1㎎/L 以下 

１，4－ジオキサン ND ND ND ND ND ND ND 0.005 0.05㎎/L 以下 

水素イオン濃度（ｐＨ） 6.6 6.6 5.8 6.0 6.2 6.3 6.4 － － 
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２－１６  地下水の環境基準 

項   目 基  準  値 測  定  方  法 

カ ド ミ ウ ム 0.003mg/L 以下 
日本工業規格※（以下「規格」という。）Ｋ0102 の 55.2、55.3 又は 55.4 に定める方

法 

全 シ ア ン 検出されないこと。 
規格Ｋ0102 の 38.1.2 及び 38.2 に定める方法、規格Ｋ0102 の 38.1.2 及び 38.3

に定める方法又は規格 K0102 の 38.1．2 及び 38.5 に定める方法 

鉛 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 54 に定める方法 

六 価 ク ロ ム 0.05mg/L 以下 

規格Ｋ0102 の 65.2 に定める方法（ただし、規格 K0102 の 65.2.6 に定める方法に

より塩分の濃度の高い試料を測定する場合にあっては、規格 K0170-7 の 7 のａ）

又はｂ）に定める操作を行うものとする。） 

砒 素 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 61.2、61.3 又は 61.4 に定める方法 

総 水 銀 0.0005mg/L 以下 
昭和 46 年環境庁告示第 59 号(水質汚濁に係る環境基準について)（以下「公共

用水域告示」という。）付表１に掲げる方法 

ア ル キ ル 水 銀 検出されないこと。 公共用水域告示付表２に掲げる方法 

Ｐ Ｃ Ｂ 検出されないこと。 公共用水域告示付表３に掲げる方法 

ジ ク ロ ロ メ タ ン 0.02mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

四 塩 化 炭 素 0.002mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

クロロエチレン（別名塩化ビ

ニル又は塩化ビニルモノマ

ー） 

0.002mg/L 以下 平成９年環境庁告示第 10 号付表に掲げる方法 

1 , 2 - ジ ク ロ ロ エ タ ン 0.004mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1 又は 5.3.2 に定める方法 

1 , 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.1mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

1 , 2 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.04mg/L 以下 
シス体にあっては規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法、トランス体にあ

っては、規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に定める方法 

1 , 1 , 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン 1mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1 , 1 , 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン 0.006mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1 , 3 - ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン 0.002mg/L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に定める方法 

チ ウ ラ ム 0.006mg/L 以下 公共用水域告示付表４に掲げる方法 

シ マ ジ ン 0.003mg/L 以下 公共用水域告示付表５の第１又は第２に掲げる方法 

チ オ ベ ン カ ル ブ 0.02mg/L 以下 公共用水域告示付表５の第１又は第２に掲げる方法 

ベ ン ゼ ン 0.01mg／L 以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

セ レ ン 0.01mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 67.2、67.3 又は 67.4 に定める方法 

硝 酸 性 窒 素 及 び 

亜 硝 酸 性 窒 素 
10mg/L 以下 

硝酸性窒素にあっては規格Ｋ0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 に定める

方法、亜硝酸性窒素にあっては規格Ｋ0102 の 43.1 に定める方法 

ふ っ 素 0.8mg/L 以下 

規格Ｋ0102 の 34.1 若しくは 34.4 に定める方法又は規格Ｋ0102 の 34.1c)（注(6)

第三文を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法で妨害となる

物質が共存しない場合にあっては、これを省略することができる。）及び公共用水

域告示付表６に掲げる方法 

ほ う 素 1mg/L 以下 規格Ｋ0102 の 47.1、47.3 又は 47.4 に定める方法 

1 ， ４ - ジ オ キ サ ン 0.05mg/L 以下 公共用水域告示付表７に掲げる方法 

備 考  

１  基 準 値 は年 間 平 均 値 と す る。 ただ し、 全 シア ンに 係 る 基 準 値 に つ いては、 最 高 値 と する ｡  

２   「 検 出 さ れ ないこと 」と は、 測 定 方 法 の 欄 に 掲 げ る 方 法 によ り測 定 した 場 合 にお いて、 その 結 果 が 当 該 方 法 の 定 量 限 界

を下 回 るこ とを いう。  

３   硝 酸 性 窒 素 及 び 亜 硝 酸 性 窒 素 の 濃 度 は、 規 格 K0 102 の 4 3 . 2 . 1、 43 . 2 . 3、4 3 . 2 . 5 又 は 43 . 2 . 6 によ り測 定 さ れた 硝

酸 イオ ンの 濃 度 に 換 算 係 数 0. 22 5 9 を乗 じた も のと 規 格 K0 10 2 の 4 3 . 1 によ り測 定 さ れた 亜 硝 酸 イオ ンの 濃 度 に 換 算 係

数 0. 30 45 を 乗 じた も のの 和 とす る 。  

４   1，2 ― ジクロロエ チ レンの 濃 度 は、 規 格 K0 12 5 の 5.1、 5 . 2 又 は 5.3 . 2 によ り測 定 さ れた シス 体 の 濃 度 と 規 格 K 01 25 の

5.1、 5 . 2 又 は 5. 3 . 1 によ り測 定 さ れた トラン ス 体 の 濃 度 の 和 と す る。  

 

※令和元年 7 月 1 日より工業標準化法が産業標準化法に改正されたことに伴い、日本工業規格（JIS）は日本産業規格（JIS）に名称が変更になりまし

た。 

（資料：京都府） 
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２－１７  城陽市地下水採取の適正化に関する条例 
 
 

平 成 9 年 4 月 1 日  

条 例 第 5 号  

 

 

(目 的 ) 

第 1 条  この条 例 は、地 下 水 を市 民 の共 有 にして有 限 な資 源 と認 識 し、地 下 水 採 取 の適 正 化 及 び地 下 水 の合 理 的 な利

用 を図 ることによって、市 民 の生 活 用 水 としての水 道 水 源 を保 全 し、ひいては市 全 体 の地 下 水 の保 全 を図 るとともに、地

下 水 の枯 渇 、地 盤 沈 下 等 を防 止 し、もって市 民 福 祉 の増 進 に寄 与 することを目 的 とする。  

(定 義 ) 

第 2 条  この条 例 において、次 の各 号 に掲 げる用 語 の意 義 は、それぞれ当 該 各 号 に定 めるところによる。  

(1 )  揚 水 施 設  動 力 を用 いて地 下 水 を採 取 するための施 設 をいう。  

(2 )  井 戸 深 度  地 表 面 からケーシングの最 下 部 までの深 さをいう。 

(3 )  ケーシング 掘 削 した井 戸 に設 置 した鋼 管 等 をいう。 

(4 )  吐 出 口 径  揚 水 機 の吐 出 口 の口 径 をいう。 

(許 可 ) 

第 3 条  次 に掲 げる地 域 (以 下 「指 定 地 域 」という。)内 で揚 水 施 設 を設 置 して地 下 水 を採 取 しようとする者 は、その井 戸 深

度 、ケーシングの口 径 及 び吐 出 口 径 について市 長 の許 可 を受 けなければならない。ただし、当 該 揚 水 施 設 に係 る井 戸 が、

手 掘 り又 は打 込 みによるものである場 合 は、この限 りでない。  

(1 )  第 1 種 規 制 地 域  公 共 用 の水 道 の水 源 井 戸 から 600 メートル以 内 の地 域  

(2 )  第 2 種 規 制 地 域  第 1 種 規 制 地 域 を除 く市 の全 域  

(許 可 の申 請 ) 

第 4 条  前 条 の許 可 を受 けようとする者 は、揚 水 施 設 の設 置 工 事 に着 手 する日 の 30 日 前 までに規 則 で定 める事 項 を記 載

した申 請 書 を市 長 に提 出 しなければならない。 

2  前 項 の 場 合 において、当 該 揚 水 施 設 の吐 出 口 径 が規 則 で定 める大 きさ 以 上 であるときは、地 下 水 の 利 用 に関 する管

理 者 (以 下 「地 下 水 利 用 管 理 者 」という。)を選 任 し、その者 の氏 名 を市 長 に届 け出 なければならない。  

(許 可 の基 準 ) 

第 5 条  市 長 は、第 3 条 の許 可 の申 請 に係 る揚 水 施 設 の井 戸 深 度 、ケーシングの口 径 及 び吐 出 口 径 が次 に掲 げる基 準

(以 下 「許 可 基 準 」という。)に適 合 していると認 める場 合 でなければ同 条 の許 可 をしてはならない。 

区 分  井 戸 深 度  ケーシングの口 径  吐 出 口 径  

第 1 種 規 制 地 域  100m 以 内  100 ㎜以 下  40 ㎜以 下  

第 2 種 規 制 地 域  ― 300 ㎜以 下  100 ㎜以 下  

2 市 長 は、前 項 の規 定 にかかわらず、第 3 条 の許 可 の申 請 に係 る揚 水 施 設 により採 取 する地 下 水 が、公 共 の用 に供 する

ものである場 合 又 は用 途 上 特 に必 要 かつ適 当 であって、他 の水 源 をもって代 えることが困 難 であると認 める場 合 に限 り、

同 条 の許 可 をすることができる。 

3  市 長 は、前 項 の規 定 を適 用 するときは、城 陽 市 地 下 水 保 全 対 策 委 員 会 の審 議 を経 なければならない。  

(経 過 措 置 ) 

第 6 条  一 の地 域 が第 2 種 規 制 地 域 から第 1 種 規 制 地 域 となった際 現 に当 該 地 域 内 で許 可 揚 水 施 設 (第 3 条 の許 可

を受 けた揚 水 施 設 をいう。以 下 同 じ。)により地 下 水 を採 取 している者 に係 る同 条 の許 可 は、当 該 許 可 揚 水 施 設 が前 条

に規 定 する第 1 種 規 制 地 域 における許 可 基 準 に適 合 しないこととなった場 合 であってもその効 力 を失 わない。  

(変 更 の許 可 ) 

第 7 条  第 3 条 の許 可 を受 けた者 (以 下 「地 下 水 採 取 者 」という。)は、許 可 揚 水 施 設 について、その井 戸 深 度 を深 くし、又

はケーシングの口 径 若 しくは吐 出 口 径 を大 きくしようをするときは、市 長 の許 可 を受 けなければならない。  

2  第 4 条 及 び第 5 条 の規 定 は、前 項 の許 可 に準 用 する。 

(変 更 の制 限 ) 

第 8 条  第 6 条 の規 定 により第 3 条 の許 可 の効 力 を失 わないこととされた許 可 揚 水 施 設 に ついては、当 該 許 可 揚 水 施 設

に係 る井 戸 深 度 を深 くし、又 はケーシングの口 径 若 しくは吐 出 口 径 を大 きくすることはできない。  

(許 可 の条 件 ) 

第 9 条  市 長 は、第 3 条 又 は第 7 条 第 1 項 の許 可 に、地 下 水 の合 理 的 な利 用 の促 進 を図 るため必 要 な条 件 を付 すこと

ができる。ただし、その条 件 は、その地 下 水 採 取 者 に不 当 な義 務 を課 することとなるものであってはならない。  

(採 取 量 の制 限 ) 

第 10 条  地 下 水 採 取 者 が当 該 許 可 揚 水 施 設 により採 取 する地 下 水 の量 は、指 定 地 域 ごとに規 則 で定 める基 準 を超 えて

はならない。 

(地 下 水 採 取 者 の責 務 ) 

第 11 条  地 下 水 採 取 者 は、地 下 水 の循 環 利 用 、かん養 等 その合 理 的 な利 用 に努 めなければならない。  

(採 取 量 の報 告 ) 

第 12 条  規 則 で定 める大 きさ以 上 の吐 出 口 径 の揚 水 施 設 を有 する地 下 水 採 取 者 は、毎 年 4 月 30 日 までに前 年 度 にお

ける地 下 水 の採 取 量 を市 長 に報 告 しなければならない。 

(氏 名 等 の変 更 の届 出 ) 

第 13 条  地 下 水 採 取 者 は、その氏 名 、名 称 、住 所 又 は地 下 水 利 用 管 理 者 に変 更 があったときは、遅 滞 なく、その旨 を市

長 に届 け出 なければならない。 

(許 可 の承 継 ) 

第 14 条  地 下 水 採 取 者 から許 可 揚 水 施 設 を譲 り受 け、又 は借 り受 けて、これにより地 下 水 を採 取 する者 は、当 該 許 可 揚

水 施 設 に係 る地 下 水 採 取 者 の地 位 を承 継 する。 

2  地 下 水 採 取 者 について相 続 人 又 は合 併 があったときは、相 続 人 又 は合 併 後 存 続 する法 人 若 しくは合 併 により設 立 した

法 人 は、地 下 水 採 取 者 の地 位 を承 継 する。 
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3  前 2 項 の規 定 により地 下 水 採 取 者 の地 位 を承 継 した者 は、遅 滞 なく、その旨 を市 長 に届 け出 なければならない。  

(許 可 の失 効 ) 

第 15 条  地 下 水 採 取 者 がその許 可 揚 水 施 設 につき次 の各 号 のいずれかに該 当 するに至 った場 合 にお いては、当 該 許 可

揚 水 施 設 に係 る第 3 条 の許 可 は、その効 力 を失 う。この場 合 においては、遅 滞 なく、その旨 を市 長 に届 け出 なければなら

ない。 

(1 )  許 可 揚 水 施 設 により地 下 水 を採 取 することを廃 止 したとき。  

(2 )  前 号 の場 合 のほか、許 可 揚 水 施 設 を廃 止 したとき。 

 (指 導 又 は勧 告 ) 

第 16 条  市 長 は、この条 例 を施 行 するため必 要 があると認 めるときは、地 下 水 の採 取 又 はその合 理 的 な利 用 に関 して指

導 又 は勧 告 をすることができる。 

(監 督 処 分 ) 

第 17 条  市 長 は、偽 りその他 不 正 な手 段 により第 3 条 又 は第 7 条 第 1 項 の許 可 を受 けた者 に対 して、その許 可 を取 り消

すことができる。 

2  市 長 は、第 3 条 若 しくは第 7 条 第 1 項 の許 可 を受 けず、又 は第 9 条 の規 定 により付 した条 件 に違 反 して揚 水 施 設 を設

置 し地 下 水 を採 取 している者 に対 して、当 該 揚 水 施 設 による地 下 水 の採 取 を禁 止 し、若 しくは制 限 し、又 は相 当 の猶 予

期 限 をつけて、その違 反 を是 正 するため必 要 な措 置 をとることを命 ずることができる。  

(立 入 検 査 ) 

第 18 条  市 長 は、この条 例 の施 行 に必 要 な限 度 において、その職 員 に、揚 水 施 設 の設 置 の場 所 又 は当 該 揚 水 施 設 によ

り地 下 水 を採 取 する者 の事 業 所 若 しくは事 務 所 に立 ち入 り、揚 水 施 設 その他 の物 件 を検 査 させることができる。  

2  前 項 の規 定 により立 入 検 査 をする職 員 は、その身 分 を示 す証 明 書 を携 帯 し、関 係 人 に提 示 しなければならない。  

3  第 1 項 の規 定 による立 入 検 査 の権 限 は、犯 罪 捜 査 のために認 められたものと解 釈 してはならない。  

(地 下 水 保 全 対 策 委 員 会 ) 

第 19 条  第 5 条 第 3 項 に規 定 する同 条 第 2 項 の許 可 その他 この条 例 の施 行 に関 し、必 要 な事 項 についての審 議 を行 わ

せるため、城 陽 市 地 下 水 保 全 対 策 委 員 会 (以 下 「委 員 会 」という。)を設 置 する。 

2  委 員 会 は、委 員 7 名 以 内 をもって組 織 し、次 に掲 げる者 のうちから市 長 が委 嘱 する。 

(1 )  市 議 会 議 員  

(2 )  学 識 経 験 を有 する者  

(3 )  その他 市 長 が適 当 と認 める者  

3 委 員 の任 期 は、2 年 とし、再 任 を妨 げない。 

4  委 員 に欠 員 が生 じた ときは、補 欠 の委 員 を置 くこ とができる。この場 合 における委 員 の 任 期 は、前 任 者 の残 任 期 間 とす

る。 

(委 任 ) 

第 20 条  この条 例 の施 行 に関 し必 要 な事 項 は、規 則 で定 める。 

(氏 名 の公 表 ) 

第 21 条  市 長 は、次 の各 号 のいずれかに該 当 する者 の氏 名 又 は名 称 を公 表 することができる。  

(1 )  第 12 条 の規 定 による報 告 をせず、又 は虚 偽 の報 告 をした者  

(2 )  第 17 条 第 2 項 の規 定 による命 令 に違 反 した者  

(罰 則 ) 

第 22 条  第 3 条 の許 可 を受 けないで規 制 地 域 内 で揚 水 施 設 を設 置 し地 下 水 を採 取 した者 は、100,000 円 以 下 の罰 金 に

処 する。 

第 23 条  次 の各 号 のいずれかに該 当 する者 は、30,000 円 以 下 の罰 金 に処 する。 

(1 )  第 7 条 第 1 項 の許 可 を受 けないで許 可 揚 水 施 設 の井 戸 深 度 を深 くし、又 はケーシングの口 径 若 しくは吐 出 口 径 を

大 きくし地 下 水 を採 取 した者  

(2 )  第 18 条 第 1 項 の規 定 による検 査 を拒 み、妨 げ、又 は忌 避 した者  

(両 罰 規 定 ) 

第 24 条  法 人 の代 表 者 又 は法 人 若 しくは人 の代 理 人 、使 用 人 その他 の従 業 者 が、その法 人 又 は人 の業 務 に関 し、前 2

条 の違 反 行 為 をしたときは、行 為 者 を罰 するほか、その法 人 又 は人 に対 して、各 本 条 の罰 金 刑 を科 する。  

附  則  

(施 行 期 日 ) 

1  この条 例 は、平 成 9 年 (1997 年 )5 月 1 日 から施 行 する。ただし、第 12 条 の規 定 は、平 成 10 年 (1998 年 )4 月 1 日 から

施 行 する。 

(経 過 措 置 ) 

2  この条 例 の施 行 の際 現 に指 定 地 域 内 の揚 水 施 設 により地 下 水 を採 取 している者 (揚 水 施 設 の建 設 中 の者 を含 む。)は、

その揚 水 施 設 について、その井 戸 深 度 、ケーシングの口 径 及 び吐 出 口 径 (以 下 「既 存 規 模 」という。)により、第 3 条 の許

可 を受 けたものとみなす。 

3  前 項 の規 定 により、第 3 条 の許 可 を受 けたものとみなされた者 は、この条 例 の施 行 日 から起 算 して 3 月 以 内 に別 に定 め

る届 出 書 を市 長 に提 出 しなければならない。 

4  一 の地 域 内 にある揚 水 施 設 に係 る附 則 第 2 項 の許 可 は、当 該 地 域 の指 定 地 域 の区 分 の変 更 があった場 合 であっても

その効 力 を失 わない。 

5  附 則 第 2 項 の規 定 により、第 3 条 の許 可 を受 けたものとみなされた者 が、当 該 許 可 に係 る揚 水 施 設 (当 該 揚 水 施 設 が

第 1 種 規 制 地 域 内 にあり、その既 存 規 模 が第 5 条 に規 定 する第 2 種 規 制 地 域 における許 可 基 準 を超 えているものに限

る。)を変 更 するときは、第 5 条 に規 定 する第 2 種 規 制 地 域 における許 可 基 準 を超 えることはできない。  

6  附 則 第 2 項 の規 定 により、第 3 条 の許 可 を受 けたものとみなされた者 は、当 該 許 可 に係 る揚 水 施 設 が次 に掲 げるもので

ある場 合 は、その井 戸 深 度 を深 くし、又 はケーシングの口 径 若 しくは吐 出 口 径 を大 きくする変 更 をすることはできない。  

(1 )  第 1 種 規 制 地 域 内 にあって、既 存 規 模 が第 5 条 に規 定 する第 1 種 規 制 地 域 における許 可 基 準 を超 え、かつ、第

2 種 規 制 地 域 における許 可 基 準 以 下 であるもの 

(2 )  第 2 種 規 制 地 域 内 にあって、既 存 規 模 が第 5 条 に規 定 する第 2 種 規 制 地 域 における許 可 基 準 を超 えているもの 

7 附 則 第 2 項 の規 定 により、第 3 条 の許 可 を受 けたものとみなされた者 については、第 10 条 の規 定 は適 用 しない。 
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２－１８  地下水取水状況 （平成 30 年３月末） 
口径別         用途別       

吐出口径(㎝) 件数 採取量(㎥/年) 比率(%)   用途 件数 採取量(㎥/年) 比率(%) 

40 未満 123  472,976  2.1     農 業 用 200  8,857,881  38.4   

40 以上 50 未満 62  388,333  1.7     工 業 用 103  5,176,276  22.5   

50 以上 65 未満 77  942,847  4.1     商 業 用 64  928,250  4.0   

65 以上 80 未満 86  2,256,614  9.8     家 庭 用 76  410,003  1.8   

80 以上 100 未満 72  2,483,488  10.8     そ の 他 50  659,811  2.9   

100 以上 125 未満 59  6,795,853  29.5     水道事業 19  7,016,545  30.4   

125 以上 150 未満 19  3,495,108  15.2     計 512  23,048,766  100.0   

150 以上 14  6,213,547  27.0             

合計 512  23,048,766  100.0      ※小数第二位以下を四捨五入しているため比率が一致しない 

場合がある。 

 

 

２－１９  地下水位状況 

地上を０として 

ｍ表示 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

浅井戸 

(久津川地域) 

-3.7 -3.9 -3.6 -3.7 -3.9 -4.1 -4.1 -4.3 -4.1   ― 

井戸深度 60m、井戸口径 250mm、標高 14m 

浅井戸 

(寺田地域) 

-4.0 -3.9 -3.8 -3.7 -3.7 -3.9 -4.0 -4.1   ―   ― 

井戸深度 30m、井戸口径 60mm、標高 15m 

浅井戸 

(寺田地域) 

  ―   ―   ―   ―   ―   ―   ―   ― -4.0 -3.8 

井戸深度 45m、井戸口径 200mm、標高 15m 

浅井戸 

(富野青谷地域) 

-6.1 -5.9 -5.5 -5.4 -5.5 -5.4 -5.0 -5.0 -5.1 -4.9 

井戸深度 40m、井戸口径 200mm、標高 20m 

深井戸 

(市中央部) 

-42.9 -42.1 -41.2 -40.4 -39.6 -39.8 -39.0 -38.6 -38.8 -38.5 

井戸深度 90m、井戸口径 150mm、標高 54m 

（資料：上下水道部） 

 

 

２－２０  一般地域の環境騒音測定結果（平成 30 年 12 月５日～12 月６日） 

測定地点 用途地域 
環境基準（㏈） 

測定結果 
地域 

類型 
等価騒音レベル ＬＡｅｑ（㏈） 環境基準適合状況 

昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 

 １．平川浜道裏 3-6 他 1 一低住専 55 45 44 33 ○ ○ Ａ類型 

 ２．寺田西ノ口 93-8 一低住専 55 45 47 35 ○ ○ Ａ類型 

 ３．平川車塚 55-20 他 1 一低住専 55 45 46 34 ○ ○ Ａ類型 

 ４．寺田宮ノ谷 11-124 一低住専 55 45 46 34 ○ ○ Ａ類型 

 ５．富野堀口 83-85 一低住専 55 45 42 37 ○ ○ Ａ類型 

 

 
２－２１－（１）  道路交通振動測定結果（平成 30 年 12 月５日～12 月６日） 

 

№ 路線名 測定地点 用途地域 

振 動 測 定 結 果 交通量（台/10 分） 

振動（L10 ： dB） 要請限度値(dB) 平成 30 年度 

昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 

幹
線
交
通
を
担
う

道
路
近
接
空
間 

１ 一般国道 24 号 平川広田 67 準工業 4４ 41 70 65 241 94 

２ 一般国道 24 号 富野久保田 1 市街化調整 45 37 65 60 117 26 

３ 一般国道 24 号 富野南清水 69 準住居 44 40 65 60 119 53 

４ 一般国道 307 号 市辺白坂 4 工業 37 31 70 65 77 24 

５ 城陽宇治線 寺田垣内後 46 準住居 35 31 65 60 98 53 

６ 寺田水主線 枇杷庄大三戸 18 第一種住居 35 27 65 60 28 6 
(注） 交通量及び車速は、昼間２観測、夜間２観測の平均値とする。  
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２－２１－（２）  評価区間別面的評価結果（平成 30 年 12 月５日～12月６日） 

評価 

区間 

評価区間 

起点 

評価区間 

終点 

面的評価結果 （戸数） 面的評価結果 （％） 

評
価
対
象
住
居
等
戸
数 

昼
間･

夜
間
と
も
に
環
境
基
準
値
以
下 

昼
間
の
み
基
準
値
以
下 

夜
間
の
み
基
準
値
以
下 

昼
間･

夜
間
と
も
基
準
値
超
過 

評
価
対
象
住
居
等
戸
数 

昼
間･

夜
間
と
も
に
環
境
基
準
値
以
下 

昼
間
の
み
基
準
値
以
下 

夜
間
の
み
基
準
値
以
下 

昼
間･

夜
間
と
も
基
準
値
超
過 

全 体 1,425 1,368 54 0 3 100.0 96.0 3.8 0.0 0.2 

一般国道 24 号 平川 寺田 4 4 0 0 0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

一般国道 24 号 
寺田 寺田 1 1 0 0 0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

寺田 寺田 2 1 1 0 0 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 

一般国道 24 号 

長池 奈島 152 128 23 0 1 100.0 84.2 15.1 0.0 0.7 

奈島 奈島 4 3 1 0 0 100.0 75.0 25.0 0.0 0.0 

寺田 長池 52 48 4 0 0 100.0 92.3 7.7 0.0 0.0 

一般国道307 号 
市辺 市辺 114 113 0 0 1 100.0 99.1 0.0 0.0 0.9 

市辺 奈島 17 16 0 0 1 100.0 94.1 0.0 0.0 5.9 

城陽宇治線 

寺田 久世 493 493 0 0 0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

久世 平川 106 98 8 0 0 100.0 92.5 7.5 0.0 0.0 

平川 平川 205 188 17 0 0 100.0 91.7 8.3 0.0 0.0 

寺田水主線 寺田 枇杷庄 275 275 0 0 0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

(注）四捨五入の関係で、合計が 100％にならないことがある。 

 

 
２－２２  騒音に係る特定施設の届出状況                           （平成 31 年３月末現在） 

種  類 
騒音規制法 京都府環境を守り育てる条例 

事業場数 施 設 数 事業場数 施 設 数 

金属加工機械 12 71 66 199 

圧縮機、送風機 32 173 197 1,556 

土石用破砕機等 1 3 11 25 

繊維機械 4 20 15 33 

建設用資材製造機械 2 4 9 20 

木材加工機械 2 11 16 30 

印刷機械 6 20 － － 

合成樹脂用射出成形機 3 27 1 3 

合成樹脂加工機械 － － 3 5 

遠心分離機 － － 1 1 

クーリングタワー － － 27 43 

重油バーナー － － 3 7 

工業用動力ミシン － － 5 9 

計 62 329 354 1,931 

(注）法の事業場数は実数、府条例の事業場数は延数。 

 

 

２－２３  振動に係る特定施設の届出状況                          （平成 31 年３月末現在） 

種  類 
振動規制法 京都府環境を守り育てる条例 

事業場数 施 設 数 事業場数 施 設 数 

金属加工機械 14 69 11 21 

圧縮機 29 84 14 23 

土石用破砕機等 2 3 9 16 

繊維機械 3 10 － － 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸﾏｼﾝ等 1 2 － － 

木材加工機械 1 1 － － 

バッチャープラント － － 4 4 

印刷機械 2 11 － － 

合成樹脂用射出成形機 2 25 － － 

冷凍機 － － 101 674 

計 54 205 139 738 

(注）法の事業場数は実数、府条例の事業場数は延数。 
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２－２４  騒音に係る環境基準（抜粋） 

地域の類型 
基準値 

昼間（6 時から 22 時） 夜間（22 時から 6 時） 

一般 

地域 

Ａ及び B 55 ㏈以下 45 ㏈以下 

Ｃ 60 ㏈以下 50 ㏈以下 

道 路 に 面 す

る地域 

A 地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 60 ㏈以下 55 ㏈以下 

B 地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 

及び C 地域のうち車線を有する道路に面する地域 
65 ㏈以下 60 ㏈以下 

幹線交通を担う道路に近接する空間 70 ㏈以下 65 ㏈以下 

（資料：京都府） 

（地域の類型）  

Ａ地域：第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域 

Ｂ地域：第１種住居地域、第２種住居地域及び準住居地域 

Ｃ地域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

幹線交通を担う道路に近接する空間とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び４車線以上の車線を有する市町村道並びに自動車専用道路に面する地域の

うち、２車線以下の車線を有する道路にあっては、道路端から 15ｍ、２車線を超える車線を有する道路にあっては、道路端から 20ｍまでの範囲をいう。 

 
２－２５  自動車騒音の要請限度（抜粋） 

区域の区分 
基準値 

昼間（6 時から 22 時） 夜間（22 時から 6 時） 

a 区域及びｂ区域のうち１車線を有する道路に面する区域 65 ㏈ 55 ㏈ 

a 区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 70 ㏈ 65 ㏈ 

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 

及びｃ区域のうち車線を有する道路に面する区域 
75 ㏈ 70 ㏈ 

幹線交通を担う道路に近接する区域 75 ㏈ 70 ㏈ 

（資料：京都府） 

（区域の区分）  

ａ区域：第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域 

ｂ区域：第１種住居地域、第２種住居地域及び準住居地域 

ｃ区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

１ 幹線交通を担う道路とは次のものをいう。 

①道路法上の高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び４車線以上の車線を有する市町村道。 

②道路運送法上の一般自動車道であって都市計画法施行規則に規定する自動車専用道路。 

２ 幹線交通を担う道路に近接する区域とは、２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路にあっては、道路端から 15ｍ、２車線を超える車線を有する幹線交通を担

う道路にあっては、道路端から 20ｍまでの範囲をいう。 

 

２－２６  道路交通振動の要請限度（抜粋） 

区域の区分 

基準値 

昼間 

（午前 8 時～午後７時） 

夜間 

（午後 7 時～午前 8 時） 

第１種区域 
第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域 

第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域 
65 ㏈ 60 ㏈ 

第２種区域 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 70 ㏈ 65 ㏈ 

（資料：京都府） 

  



- 72 - 

 

 

２－２７  悪臭防止法に基づく規制基準 
①敷地境界における規制基準 

特定悪臭物質の種類 
許 容 限 度（ppm） 

Ａ地域 Ｂ地域 

アンモニア 1 5 

メチルメルカプタン 0.002 0.01 

硫化水素 0.02 0.2 

硫化メチル 0.01 0.2 

二硫化メチル 0.009 0.1 

トリメチルアミン 0.005 0.07 

アセトアルデヒド 0.05 0.5 

プロピオンアルデヒド 0.05 0.5 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.08 

イソブチルアルデヒド 0.02 0.2 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.05 

イソバレルアルデヒド 0.003 0.01 

イソブタノール 0.9 20 

酢酸エチル 3 20 

メチルイソブチルケトン 1 6 

トルエン 10 60 

スチレン 0.4 2 

キシレン 1 5 

プロピオン酸 0.03 0.2 

ノルマル酪酸 0.001 0.006 

ノルマル吉草酸 0.0009 0.004 

イソ吉草酸 0.001 0.01 

（資料：京都府） 

備考 

１．A 地域とは、規制地域のうち B 地域以外の区域をいう。 

２．B 地域とは、規制地域のうち農業振興地域の整備に関する法律(昭和４４年法律第５８号)第６条の規定により農業振興地域として

指定された地域及び国土利用計画法(昭和４９年法律第９２号)第９条の規定により森林地域として定められた地域（都市計画法第

７条第２項に規定する市街化区域にあるものを除く。）をいう。 
 

②排出口における規制基準 

  ①の規制基準の値を基礎として悪臭防止法施行規則第３条に規定する方法により算出して得た流量 

③排出水に係る規制基準 

  ①の規制基準の値を基礎として悪臭防止法施行規則第４条に規定する方法により算出して得た濃度 

 

 

２－２８  ダイオキシン類等の調査結果 
事業場自主測定（３事業場） 

種 類 測定場所等 測定日 測定値 基準値 

排出ガス 

公共施設 A－1   H30. 7.27 0.0081      ng-TEQ/㎥ 10     ng-TEQ/㎥ 

公共施設 A－2   H30. 8.23 0.0000012   ng-TEQ/㎥ 0.1   ng-TEQ/㎥ 

公共施設 A－3   H30. 8.23 0.00000091  ng-TEQ/㎥ 0.1   ng-TEQ/㎥ 

公共施設 B  休止中 10     ng-TEQ/㎥ 

A 社   H30.12.18 0.057       ng-TEQ/㎥ 10     ng-TEQ/㎥ 

B 社   H31. 3. 1 0.88        ng-TEQ/㎥  5     ng-TEQ/㎥ 

ばいじん 

公共施設 A－1 集じんなし 3     ng-TEQ/g 

公共施設 A－2   H30. 8.23 0.45        ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

公共施設 A－3 上記と混合排出 3     ng-TEQ/g 

公共施設 B 休止中 3     ng-TEQ/g 

A 社 H30.12.18 0.010       ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

B 社   H31. 3. 4 ＜0.02        ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

燃え殻 

公共施設 A－1   H30. 7.27 0.0000078   ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

公共施設 A－2   H30. 8.23 0           ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

公共施設 A－3   H30. 8.23 0           ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

公共施設 B 休止中 3     ng-TEQ/g 

A 社 H30.12.18 0.0041      ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

B 社   H31. 3. 4 ＜0.02        ng-TEQ/g 3     ng-TEQ/g 

排出水 

公共施設 A－1 

H30. 7.27 0           pg-TEQ/L 10     pg-TEQ/L 公共施設 A－2 

公共施設 A－3 

      （資料：京都府） 
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２－２９  城陽市あき地の雑草等の除去に関する条例 
昭 和 58 年 3 月 29 日  

条 例 第 9 号  

城 陽 市 あき地 の雑 草 の除 去 に関 する条 例 (昭 和 48 年 条 例 第 25 号 )の全 部 を改 正 する。 

(目 的 ) 

第 1 条  この条 例 は、あき地 の雑 草 等 を除 去 することによって、市 民 の良 好 な生 活 環 境 の保 持 に資 することを目 的 とする。  

(定 義 ) 

第 2 条  この条 例 において、次 の各 号 に掲 げる用 語 の意 義 は当 該 各 号 に定 めるところによる。  

(1 )  あき地  現 に使 用 していない土 地 及 びこれに準 ずる土 地 をいう。  

(2 )  雑 草 等  雑 草 、枯 草 又 はかん木 類 をいう。 

(3 )  所 有 者 等  あき地 の所 有 者 、占 有 者 又 は管 理 者 をいう。 

(4 )  不 良 状 態  あき地 が雑 草 等 の繁 茂 により、次 のいずれかに該 当 する状 態 をいう。  

ア 市 民 の健 康 を害 し、又 は害 するおそれがあるとき。  

イ 犯 罪 、火 災 又 は交 通 事 故 の発 生 を誘 発 するおそれがあるとき。 

(所 有 者 等 の義 務 ) 

第 3 条  あき地 の所 有 者 等 は、当 該 あき地 が不 良 状 態 にならないよう努 めなければならない。  

(適 用 の範 囲 ) 

第 4 条  この条 例 の適 用 範 囲 は、次 のとおりとする。 

(1 )  市 街 化 区 域 (都 市 計 画 法 第 7 条 に規 定 する区 域 をいう。)内 のあき地  

(2 )  市 街 化 調 整 区 域 (都 市 計 画 法 第 7 条 に規 定 する区 域 をいう。)内 で市 長 が雑 草 等 の除 去 を必 要 と認 めたあき地  

(除 去 の指 導 ) 

第 5 条  市 長 は、あき地 が不 良 状 態 にあると認 めたときは、当 該 あき地 の所 有 者 等 に対 し、雑 草 等 の除 去 について指 導 を

するものとする。 

(除 去 の命 令 ) 

第 6 条  市 長 は、所 有 者 等 が前 条 の指 導 に従 わないときは、その者 に対 し当 該 あき地 の雑 草 等 の除 去 を命 ずることができ

る。 

(代 執 行 ) 

第 7 条  市 長 は、あき地 の所 有 者 等 が前 条 の命 令 に従 わない場 合 において、他 の手 段 に よってその履 行 を確 保 することが

困 難 であり、かつ、その不 履 行 を放 置 することが著 しく公 益 に反 すると認 められるときは、行 政 代 執 行 法 の定 めるところによ

り、市 長 は、あき地 の所 有 者 等 のなすべき行 為 をなし、又 は第 三 者 をしてこれをなさしめ、その費 用 をあき地 の所 有 者 等 か

ら徴 収 するものとする。 

2  代 執 行 を行 う執 行 責 任 者 は、その執 行 責 任 を有 する者 であることを示 す証 票 を携 帯 し、関 係 人 の請 求 があるときはこれ

を提 示 しなければならない。 

(立 入 調 査 ) 

第 8 条  市 長 は、この条 例 の施 行 に必 要 な限 度 において、あき地 に立 入 り、その状 態 、管 理 の方 法 、措 置 の内 容 その他 必

要 な事 項 に関 し調 査 することができる。 

2  前 項 の規 定 により立 入 調 査 をする職 員 は、その身 分 を示 す証 明 書 を携 帯 し、関 係 人 から請 求 があつたときは、これを提

示 しなければならない。 

3  第 1 項 の規 定 による立 入 調 査 の権 限 は、犯 罪 捜 査 のために認 められたものと解 釈 してはならない。  

(除 去 の委 託 ) 

第 9 条  あき地 の所 有 者 等 は、当 該 あき地 の雑 草 等 の除 去 を市 長 に申 請 し、委 託 することができる。  

2  委 託 料 については、規 則 で定 める。 

(罰 則 ) 

第 10 条  第 6 条 の規 定 による命 令 に違 反 した者 については 3 万 円 以 下 の罰 金 に処 する。 

(両 罰 規 定 ) 

第 11 条  法 人 の代 表 者 又 は法 人 若 しくは人 の代 理 人 、使 用 人 その他 の従 業 者 が、その法 人 又 は人 の業 務 に関 し、前 条

の違 反 行 為 をしたときは、行 為 者 を罰 するほか、その法 人 又 は人 に対 して前 条 の罰 金 刑 を科 する。  

(委 任 ) 

第 12 条  この条 例 の施 行 に関 し必 要 な事 項 は、規 則 で定 める。 

附  則  

この条 例 は、昭 和 58 年 4 月 1 日 から施 行 する。 

 

２－３０  除草指導状況 

年度  

区分 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

対象地 
筆数（筆） 134 134 123 120 127 123 111 108 

面積（㎡） 48,774 48,183 44,483 43,956 44,985 44,327 40,609 39,174 

処
理
数 

自己      

処理 

筆数（筆） 104 117 92 116 96 113 ８３ 96 

面積（㎡） 41,437 45,585 38,158 43,177 38,739 42,825 34,201 37,492 

委託      

処理 

筆数（筆） 30 17 30 4 31 10 28 12 

面積（㎡） 7,337 2,598 6,173 779 6,246 1,502 6,408 1,682 

合計 
筆数（筆） 134 134 122 120 127 123 111 108 

面積（㎡） 48,774 48,183 44,331 43,956 44,985 44,327 40,609 39,174 

未処理数 
筆数（筆） 0 0 1 0 0 0 0 0 

面積（㎡） 0 0 152 0 0 0 0 0 

処理率（％） 100.0 100.0 99.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

苦情件数（件） 11 ２ 11 ２ 13 0 2 2 
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２－３１  公害別の苦情受理件数及び処理件数 

項目

年度  

典    型    ７    公    害 

その他 合計 大 気 水 質 土 壌 
騒 音 振 動 

地 盤 
悪 臭 

汚 染 汚 濁 汚 染 沈 下 

平成２１年度 
15 6 1 8 0 0 13 17 60 

14 6 1 7 0 0 11 17 56 

平成２２年度 
10 9 0 10 0 0 11 16 56 

10 9 0 9 0 0 11 16 55 

平成２３年度 
11 1 0 13 0 0 10 22 57 

11 1 0 12 0 0 10 22 56 

平成２４年度 
12 1 0 3 1 0 11 18 46 

12 １ 0 3 1 0 10 18 45 

平成２5 年度 
12 3 1 2 0 0 10 18 46 

12 3 1 2 0 0 10 18 46 

平成２６年度 
21 6 0 13 2 0 4 10 56 

21 6 0 14 2 0 5 10 58 

平成２７年度 
17 5 0 10 0 0 10 7 49 

17 5 0 10 0 0 9 6 47 

平成２８年度 
14 3 0 9 1 0 5 5 37 

14 3 0 9 1 0 6 5 38 

平成２９年度 
26 1 2 6 0 0 3 12 50 

26 1 2 6 0 0 3 12 50 

平成３０年度 
9 2 １ 15 1 0 11 19 58 

9 2 1 15 1 0 11 19 58 

（注）上段：受理件数、下段：年度内処理件数 

 

２－３２  用途地域別苦情発生件数 

種類 

地域 

年

度 

典  型  公  害 

その他 合計 大気 

汚染 

水質 

汚濁 

土壌 

汚染 
騒音 振動 

地盤 

沈下 
悪臭 

第一種低層住居 

専用地域 

424 ha 

28 5 0 0 3 1 0 3 3 15 

29 5 1 0 2 0 0 1 8 17 

30 1 0 0 5 1 0 4 6 17 

第二種低層住居 

専用地域 

20 ha 

28 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

第一種住居地域 

306 ha 

28 3 0 0 4 0 0 1 2 10 

29 0 0 0 1 0 0 1 3 5 

30 2 0 0 2 0 0 4 5 13 

第二種住居地域 

1 ha 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

準住居地域 

15 ha 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

30 0 0 0 1 0 0 1 0 2 

近隣商業地域 

21 ha 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

29 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

30 0 0 0 1 0 0 1 0 2 

商業地域 

2 ha 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

準工業地域 

59 ha 

28 0 1 0 0 0 0 0 0 1 

29 0 0 0 1 0 0 1 0 2 

30 1 0 0 0 0 0 0 2 3 

工業地域 

17 ha 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

30 0 0 0 3 0 0 0 0 3 

工業専用地域 

6 ha 

28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

市街化調整区域 

2,400 ha 

28 6 2 0 1 0 0 1 0 10 

29 20 0 2 2 0 0 0 1 25 

30 5 2 1 3 0 0 1 6 18 

合    計 

3,271 ha 

28 14 3 0 9 1 0 5 5 37 

29 26 1 2 6 0 0 3 12 50 

30 9 2 1 15 1 0 11 19 58 

 

（注）上段：受理件数、 下段：年度内処理件数 
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２－３３  城陽市廃棄物減量等推進審議会条例 
平成 8 年 4 月 1 日  

条例第 10 号  

 (設 置 ) 

第 1 条  廃 棄 物 の処 理 及 び清 掃 に関 する法 律 (昭 和 45 年 法 律 第 137 号 )第 5 条 の 7 の規 定 に基 づき、城 陽 市 廃 棄 物

減 量 等 推 進 審 議 会 (以  下 「審 議 会 」という。)を置 く。 

(所 掌 事 務 ) 

第 2 条  審 議 会 は、市 長 の諮 問 に応 じ、次 に掲 げる事 項 について調 査 審 議 し、市 長 に答 申 する。  

(1 )  一 般 廃 棄 物 の分 別 ・減 量 に関 する事 項  

(2 )  一 般 廃 棄 物 の適 正 処 理 に関 する事 項  

(3 )  一 般 廃 棄 物 の再 生 利 用 に関 する事 項  

(4 )  その他 市 長 が必 要 と認 める事 項  

2  審 議 会 は、前 項 に 規 定 する調 査 審 議 のほか、一 般 廃 棄 物 の減 量 等 に関 する事 項 に ついて市 長 に建 議 することが でき

る。 

(組 織 ) 

第 3 条  審 議 会 は、委 員 10 人 以 内 をもって組 織 し、次 に掲 げる者 のうちから市 長 が委 嘱 する。 

(1 )  市 民  

(2 )  事 業 者  

(3 )  学 識 経 験 を有 する者  

(4 )  その他 市 長 が必 要 と認 める者  

(任 期 ) 

第 4 条  委 員 の任 期 は、2 年 とし、再 任 を妨 げない。 

2  委 員 に欠 員 が生 じた ときは、補 欠 の委 員 を置 くこ とができる。この場 合 における委 員 の 任 期 は、前 任 者 の残 任 期 間 とす

る。 

(会 長 及 び副 会 長 ) 

第 5 条  審 議 会 に会 長 及 び副 会 長 を置 く。 

2  会 長 は、委 員 の互 選 によって定 め、副 会 長 は、委 員 のうちから会 長 が指 名 する。  

3  会 長 は、会 務 を総 理 し、審 議 会 を代 表 する。 

4  副 会 長 は、会 長 を補 佐 し、会 長 に事 故 があるとき又 は会 長 が欠 けたときは、その職 務 を代 理 する。  

(会 議 ) 

第 6 条  審 議 会 の会 議 は、会 長 が招 集 し、会 長 が議 長 となる。 

2  審 議 会 の会 議 は、委 員 の過 半 数 の出 席 がなければ開 くことができない。  

3  審 議 会 の議 事 は、出 席 委 員 の過 半 数 でもって決 し、可 否 同 数 の場 合 は、会 長 の決 するところによる。  

(意 見 の開 陳 その他 の協 力 ) 

第 7 条  審 議 会 は、必 要 があると認 めるときは、委 員 以 外 の者 に対 して、意 見 の開 陳 、説 明 その他 の必 要 な協 力 を求 める

ことができる。 

(庶 務 ) 

第 8 条  審 議 会 の庶 務 は、廃 棄 物 処 理 主 管 課 において処 理 する。 

(その他 ) 

第 9 条  この条 例 に定 めるもののほか、必 要 な事 項 は、市 長 が別 に定 める。  

附  則  

この条 例 は、公 布 の日 から施 行 する。 

附  則 (平 成 11 年 (1999 年 )3 月 1 日 条 例 第 1 号 抄 ) 

(施 行 期 日 ) 

1  この条 例 は、平 成 11 年 (1999 年 )4 月 1 日 から施 行 する。 

附  則 (平 成 18 年 (2006 年 )3 月 31 日 条 例 第 11 号 抄 ) 

(施 行 期 日 ) 

1  この条 例 は、平 成 18 年 (2006 年 )7 月 1 日 から施 行 する。 

附  則 (平 成 21 年 (2009 年 )7 月 1 日 条 例 第 12 号 ) 

この条 例 は、公 布 の日 から施 行 する。 

附  則 (平 成 22 年 (2010 年 )12 月 28 日 条 例 第 25 号 抄 ) 

(施 行 期 日 ) 

1  この条 例 は、平 成 23 年 (2011 年 )4 月 1 日 から施 行 する。 
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２－３４  ごみの処理量と資源化率                           （単位：ｔ／年） 

                         年度 

       項目 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

燃やすごみ 
 家庭系 12,294 12,151 11,862 11,940 11,859 

 事業系 4,555 4,594 4,585 4,520 4,761 

燃やさないごみ 
 家庭系 3,241 1,778 1,864 2,241 2,301 

 事業系 131 177 175 211 237 

資源ごみ  回収量 1,194 2,102 1,865 1,574 1,502 

(カン・びん・ペットボトル等)  資源化量 793 1,387 1,301 1,093 1,040 

集団回収(新聞・ダンボール等) 4,209 3,968 3,661 3,408 3,241 

資源ごみ収集量合計 5,223 6,070 5,526 4,982 4,743 

資源化率(％) 92.3 88.2 89.8 90.3 90.3 

一人一日当たりごみ排出量(ｇ) 541 486 484 504 507 

 
 (注) 資源化率＝（資源化資源ごみ＋集団回収）／資源ごみ収集量合計 

一人一日当たりごみ排出量＝（家庭系の燃やすごみ＋家庭系の燃やさないごみ）／市の人口／年間日数で算出。 

家庭系の燃やすごみ及び燃やさないごみには、不法投棄その他分を含む。 

※平成 25 年度より家庭系燃やさないごみに、土砂を含める。     

※平成 26 年度より資源ごみに、プラマーク製品を含める。 

※平成 27 年 1 月からプラスチック製容器包装の分別収集開始 

 

 

２－３５  し尿と浄化槽汚泥処理量                   （単位：kL） 

        年度 

項目 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

し     尿 4,456 4,195 3,962 3,929 3,634 3,257 2,981 2,709 2,566 2,394 

浄化槽汚泥 4,901 4,511 4,938 4,121 4,305 3,629 3,392 3,159 3,261 2,877 

合     計             9,357 8,706 8,900 8,050 7,939 6,886 6,373 5,868 5,827 5,371 

 

 

２－３６  生ごみ処理機等購入費補助の状況                （単位：件） 
年度  

項目 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

コンポスト容器 6 8 3 3 10 １ 5 7 2 2 

ボ カ シ 容 器 6 3 5 2 4 １ 0 0 0 1 

生ごみ処理機 27 32 16 9 11 ４ 12 10 1 5 

 

 

２－３７  城陽市飼い犬のふん害の防止に関する条例 
平 成 17 年 4 月 1 日  

条 例 第 10 号  

 (目 的 ) 

第 1 条  この条 例 は、飼 い犬 のふんの処 理 等 について必 要 な事 項 を定 めることにより、飼 い犬 のふん害 の防 止 に関 する意

識 の高 揚 を図 り、地 域 の環 境 美 化 の促 進 に寄 与 することを目 的 とする。  

(定 義 ) 

第 2 条  この条 例 において、次 の各 号 に掲 げる用 語 の意 義 は、当 該 各 号 に定 めるところによる。  

(1 )  ふん害  道 路 、河 川 、公 園 、学 校 、福 祉 施 設 、医 療 施 設 、神 社 仏 閣 及 びこれらに類 する場 所 (以 下 「公 共 の場 所 」

という。)にふんを放 置 することをいう。 

(2 )  飼 い主  飼 い犬 の所 有 者 (所 有 者 以 外 の者 が管 理 する場 合 は、その者 を含 む。)をいう。 

(市 の責 務 ) 

第 3 条  市 は、第 1 条 の目 的 を達 成 するため、飼 い犬 のふん害 の防 止 に関 する啓 発 に努 めるものとする。  

(飼 い主 の遵 守 事 項 ) 

第 4 条  飼 い主 は、飼 い犬 のふん害 を防 止 するため、公 共 の場 所 に飼 い犬 を移 動 させるときは、飼 い犬 のふんを処 理 する

ための用 具 を携 行 しなければならない。 

2  飼 い主 は、公 共 の場 所 において、飼 い犬 がふんをしたときは、当 該 ふんを持 ち帰 らなければならない。 

(勧 告 ) 

第 5 条  市 長 は、飼 い主 が前 条 第 2 項 の規 定 に違 反 していると認 めたときは、当 該 飼 い主 に対 し、必 要 な措 置 を講 ずるよ

う勧 告 することができる。 

(命 令 ) 

第 6 条  市 長 は、前 条 の規 定 による勧 告 を受 けた飼 い主 が正 当 な理 由 なくその勧 告 に従 わないときは、当 該 飼 い主 に対 し、

その勧 告 に従 うよう命 令 することができる。 

(罰 則 ) 

第 7 条  前 条 の規 定 による命 令 に違 反 した者 は、30,000 円 以 下 の罰 金 に処 する。 

(委 任 ) 

第 8 条  この条 例 の施 行 について必 要 な事 項 は、規 則 で定 める。  

附  則  

この条 例 は、平 成 17 年 (2005 年 )10 月 1 日 から施 行 する。 
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２－３８  城陽市の名木・古木 

認定 

番号 
樹木の名称 樹種 樹高 幹周 

樹木の所在地 

（地名等） 
樹木の解説 

1 上津屋
コ ウ ヅ ヤ

渡し場のエノキ ｴﾉｷ 16ｍ 
3.5ｍ 

※１ 

上津屋野上 2-1 

（北村一雄邸） 

木津川に橋が架かっていなかった頃、上津屋の

渡し場の目印とされていた木。 

2 御拝茶屋
オ ガ ミ チ ャ ヤ

八幡宮のエノ

キ 
ｴﾉｷ 20ｍ 2.2ｍ 

平川茶屋裏 44 

（ 御拝茶屋八幡宮境

内） 

旧街道の要衝の地にあり、往時は京都から奈良

への旅人が、石清水八幡宮をここから遙拝したと

される御拝茶屋八幡宮の大木。 

4 平井
ヒ ラ イ

神社のケヤキ ｹﾔｷ 20ｍ 2.2ｍ 

平川東垣外 78-1 

（ 平井神社前の 交番

横） 

近鉄久津川駅の玄関口に生育し、ケヤキ特有の

樹姿をしており、容姿端麗な木。 

5 平井
ヒ ラ イ

神社のナラガシワ 
ﾅﾗｶﾞ

ｼﾜ 
20ｍ 2.6ｍ 

平川東垣外 78-1 

（平井神社境内） 

木津川上流域の森での生育は見られるが、市街

地における自然の姿の大木は珍しい。 

8 大谷
オオタニ

の千本立ちエノキ ｴﾉｷ 15ｍ 
4.7ｍ 

※２ 

寺田大谷 123 

（東城陽ふれあいスポ

ーツ広場西側） 

11 本の株立ちで、千本立ち（多行）エノキとして

珍しい木。 

10 鴻ノ巣山
コ ウ ノ ス ヤ マ

のアカマツ 
ｱｶﾏ

ﾂ 
9ｍ 2.0ｍ 

寺田宮ノ谷 29-1 

（ 水度神社境内林中

腹：散策道休憩所横） 

昔の鴻ノ巣山の主体木で、付近一帯でマツタケ

が採取されていたアカマツ林の名残の大木。 

11 水度
ミ ト

神社境内のシイノ

キ群の代表木 

ｼ ｲ ﾉ

ｷ 
19ｍ 2.4ｍ 

寺田宮ノ谷 29-1 

（水度神社境内散策道

入口付近） 

水度神社境内林のシイノキを主体とした樹林は、

植生遷移の極相を顕著に呈した貴重な樹林であ

り、その群生林の代表木。 

12 水度
ミ ト

神社のダイオウシ

ョウ 

ﾀﾞｲｵ

ｳ ｼ ｮ

ｳ 

25ｍ 2.7ｍ 

寺田宮ノ谷 89 

（水度神社境内林：散

策道入口付近） 

葉が三針葉でマツの仲間で最長である。アメリカ

南東部の樹種ではあるが、京都府下でこれだけ

の大木は珍しい。 

13 水度
ミ ト

神社のシイノキ 
ｼ ｲ ﾉ

ｷ 
13ｍ 3.3ｍ 

寺田宮ノ谷 89 

（水度神社境内社務所

前） 

推定樹齢約 300 年以上の風格のある古木で、水

度神社のシンボルの木。 

15 寺田
テ ラ ダ

小学校のクスノキ 
ｸ ｽ ﾉ

ｷ 
18ｍ 3.1ｍ 

寺田北山田 2 

（寺田小学校旧校門

横） 

樹形も堂々として校門脇に生育しており、寺田小

学校のシンボルとなっている木。 

16 水度坂
ミ ト サ カ

､中島邸のゴヨ

ウマツ 

ｺﾞﾖｳ

ﾏﾂ 
5ｍ 1.3ｍ 

寺田水度坂 8 

（中島寛邸） 

堂々とした樹形で、風格と気品を兼ね備えた古

木。 

17 夜叉
ヤ シ ャ

ばあさんのムクノ

キ 

ﾑ ｸ ﾉ

ｷ 
17ｍ 1.9ｍ 

寺田水度坂 12 

（玉池前の水度神社参

道北側） 

樹幹にできているコブが老女の顔に似ていること

から、地域の伝説にちなみ「夜叉ばあさんの木」と

して親しまれている。 

18 水度
ミ ト

神社参道のクスノ

キ 

ｸ ｽ ﾉ

ｷ 
17ｍ 2.6ｍ 

寺田水度坂 132-1 

（玉池北側） 

水度参道と玉池の景観に趣を与えている、樹形

も堂々とした参道の代表木。 

19 北東西
キタトウザイ

、田島邸のエノ

キ 
ｴﾉｷ 14ｍ 1.9ｍ 

寺田北東西 120 

（田島繁雄邸）     

※長光寺東隣 

集落を北風から守る防風林として植えられたとさ

れる、一昔前の名残の木。 

20 水主
ミ ズ シ

神社のクスノキ群

の代表木 

ｸ ｽ ﾉ

ｷ 
24ｍ 3.6ｍ 

水主宮馬場 30 

（水主神社本殿右横） 

水主神社の境内林は、クスノキの大木が群生して

いるすばらしい鎮守の森であり、その代表木。 

21 枇杷庄
ビワノショウ

のクスノキ 
ｸ ｽ ﾉ

ｷ 
18ｍ 3.8ｍ 

枇杷庄大堀 76-1 

（芝谷邸）        

※枇杷庄児童公園西 

枇杷庄公園の緑と一体となり、地区の緑を代表す

る木。 

23 富野浜
ト ノ ハ マ

のクワ ｸﾜ 11ｍ 1.4ｍ 
富野蛭子前 103 

（木津川堤外地） 

昔の地場産業である養蚕に利用されていた名残

の木。 

24 荒見
ア ラ ミ

神社参道のクヌギ ｸﾇｷﾞ 16ｍ 2.2ｍ 

富野荒見田 1-1 地先 

（荒見神社参道：清心

保育園前） 

荒見神社の参道並木の面影をとどめる樹木の１

つであり、樹姿も伸びやかな端正な木。 

25 荒見
ア ラ ミ

神社参道のクスノ

キ 

ｸ ｽ ﾉ

ｷ 
14ｍ 2.8ｍ 

富野荒見田 1-1 地先 

（荒見神社参道） 

荒見神社参道の緑の立役者の一つで、樹形が

すばらしい木。 

26 荒見
ア ラ ミ

神社参道のエノキ ｴﾉｷ 12ｍ 
3.3ｍ 

※３ 

富野東田部 65 地先 

（荒見神社参道） 

荒見神社の参道並木の面影をとどめる樹木の１

つで、２本立ちであるが樹形がすばらしい木。 

27 長谷川
ハ セ ガ ワ

河口のエノキ ｴﾉｷ 13ｍ 4.3ｍ 

富野内川 246 地先 

（木津川堤防の長谷川

河口） 

木津川堤防にある大木。昔は、「六ケ池のエノキ」

と呼ばれ、田辺、井手方面から東富野への目印と

なっていた。 

28 北清水
キ タ シ ミ ズ

、放示邸のヨコ

メガシ 
ｶｼ 3ｍ 

60ｃｍ 

※４ 

長池北清水 22 

（放示邸）        

※長池園芸西隣 

アラカシの園芸種であるが、推定樹齢約 100 年

で、葉に白い模様が入る珍しい木。 

30 青谷
アオダニ

小学校のクスノキ 
ｸ ｽ ﾉ

ｷ 
15ｍ 2.9ｍ 

中樋ノ上 71 

（ 青谷小学校校門南

側） 

地域の交通の拠点に生育しており、青谷地域の

シンボルとなっている木。 

31 賀茂
カ モ

神社のムクノキ 
ﾑ ｸ ﾉ

ｷ 
20ｍ 3.2ｍ 

奈島久保野 110 

（賀茂神社境内） 
ムクノキ特有の樹形をなし、地域を代表する木。 

32 奈
ナ

島
シマ

弁天さんのケヤキ ｹﾔｷ 20ｍ 2.7ｍ 

奈島久保野 3-1 

（賀茂神社北東約 30

ｍ） 

地域の緑地の代表となる樹姿がきれいな大木

で、昔から弁天さんのケヤキとして祀られていた。 
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認定を解除した樹木 

認定 

番号 
樹木の名称 樹種 樹木の所在地（地名等） 樹木の解説 

3 青塚
アオヅカ

古墳のコナラ ｺﾅﾗ 
平川室木 102 

（青塚古墳の区域内） 
枯死のため平成 27 年２月 19 日に認定解除 

6 上大谷
カミオオタニ

４号古墳のコナラ ｺﾅﾗ 
久世上大谷 107-14 

（上大谷古墳群 4 号墳地内） 
枯死のため平成 27 年２月 19 日に認定解除 

7 来迎寺
ラ イ コ ウ ジ

のカヤ ｶﾔ 
久世南垣内 97 

（来迎寺境内） 
枯死のため平成 18 年 10 月３日に認定解除 

９ 鴻
コ ウ

ノ
ノ

巣山
ス ヤ マ

運動公園のウメ ｳﾒ 
寺田大川原 90‐7 

（鴻ノ巣山運動公園内） 

樹勢回復が困難と判断のため平成 30 年２月 28

日に認定解除 

14 寺田
テ ラ ダ

小学校のクヌギ ｸﾇｷﾞ 
寺田北山田 2 

（寺田小学校校庭） 
枯死のため平成 15 年７月 18 日に認定解除 

22 富野浜
ト ノ ハ マ

のエノキ ｴﾉｷ 
富野蛭子前 81 地先 

（木津川堤外地の旧堤防跡地） 

台風による倒壊・伐採のため平成 16 年 12 月 20

日に認定解除 

29 旦椋
アサクラ

神社のタマミズキ ﾀﾏﾐｽﾞｷ 
観音堂甲畑 1-12 

（旦椋神社境内） 
枯死のため平成 27 年２月 19 日に認定解除 

37 富野浜
ト ノ ハ マ

のエノキ ｴﾉｷ 富野蛭子前 81 地先 枯死のため平成 27 年 2 月 19 日に認定解除 

40 北東西
キタトウザイ

、中島邸のゴヨウマツ ｺﾞﾖｳﾏﾂ 
寺田北東西 78 

（中島眞三郎邸） 
枯死のため平成 26 年３月５日に認定解除 

               （資料：都市政策課） 
樹高：地際から樹冠の最上端までの垂直高をいう。     幹周：地際から１．３ｍの高さの幹周りをいう。 

樹高・幹周は認定時の数値。 

※１：地際周の計測で３本立ち       ※２：地際周の計測で 11 本立ち            ※３：地際周の計測で２本立ち 

※４：地際最大幹周の計測で４本立ち    

 

 

 

認定 

番号 
樹木の名称 樹種 樹高 幹周 

樹木の所在地 

（地名等） 
樹木の解説 

33 市辺
イチノベ

天満神社のスギ ｽｷﾞ 24ｍ 2.6ｍ 

市辺城下 88 

（市辺天満神社拝殿

左前） 

市内で最古のスギの大木で、樹齢約 1３0 年とさ

れており、伸びやかに生育している。 

34 市辺
イチノベ

天満神社のモチノ

キ 

ﾓﾁ ﾉ

ｷ 
15ｍ 1.9ｍ 

市辺城下 88 

（市辺天満神社内） 

市辺天満神社の大木であり、モチノキとしては市

内最大級。 

35 中垣内
ナ カ ガ イ ト

、冨田邸のロウ

バイ 

ﾛｳﾊﾞ

ｲ 
4ｍ 

26ｃｍ 

※４ 

市辺中垣内 2 

（冨田武男邸）  

ソシンロウバイでこれだけまとまった群生は珍し

く、開花する冬季には、地元をはじめ他府県から

の見学者も多い。 

36 市辺
イチノベ

南垣内
ミナミガイト

、松井邸の

クロマツ 

ｸ ﾛ ﾏ

ﾂ 
5ｍ 1.7ｍ 

市辺南垣内 107 

（松井敏和邸） 

樹齢約 200 年とされる風格のある古木で、枝を四

方に広げた樹姿はすばらしい。枝張は、最大

12m にも及ぶ。 

38 観音堂
カンノンドウ

巽畑
タツミバタ

のシブガ

キ 
ｶｷ 8.５ｍ 2.4ｍ 

観音堂巽畑 80 

（「二本松の碑」の南

東約 80m 付近） 

「鶴の子」という山城地域特有の品種で、柿渋を

採るのに利用されるカキの大木。一面に実をつけ

た姿が美しい。城陽の古い暮らしを伝える木。 

39 北東西
キタトウザイ

、奥邸のゴヨウ

マツ 

ｺﾞﾖｳ

ﾏﾂ 
5ｍ 2.1ｍ 

寺田北東西 42 

（奥源比古邸） 

推定樹齢約 200 年以上で、庭木として整った風

格を持つ木。 

41 平川
ヒラカワ

横道
ヨコミチ

、上田邸のソ

メイヨシノ 
ｻｸﾗ 7.5ｍ 2.6ｍ 

平川横道 48-3 

（マンション敷地内） 

満開の花が美しい、住宅地の中でひときわ目を

引くサクラの古木。 

42 市辺
イ チ ノベ

松尾
マ ツ オ

のイヌザクラ ｻｸﾗ 20ｍ 1.5ｍ 

市辺松尾 43－2 

（国道 307 号から高塚

林道徒歩約 20 分） 

花は、ソメイヨシノなどと異なり、房状に咲き、葉の

下部はクサビ型で、卵形のサクラの葉とは異なる

ので「イヌ」と呼ばれる。 

43 市辺中
イチノベナカ

垣内
ガ イ ト

、畑中邸の

ナツメ 
ﾅﾂﾒ 4ｍ 0.9ｍ 

市辺中垣内 24 

（畑中邸） 

中国北部から平安朝時代に渡来し、その果実は

薬用・食用に重宝されてきた。この木は、江戸時

代に植えられた古木であるが、今も多くの実を付

け続けている。 

44 
南京都病院のエドヒガ

ン 
ｻｸﾗ 12ｍ 3.15ｍ 

中芦原 11 

（南京都病院敷地内） 

根本から８本株立ちしているが、そのうち１本はエ

ドヒガンの園芸種のシダレザクラ（イトザクラ）で、

極めて珍しい。 

45 水度
ミ ト

神社のツガ ツガ 15ｍ 1.8ｍ 
寺田宮ノ谷 89 

（水度神社境内） 

水度神社境内に植えられたツガで、樹姿も伸び

やかで端正な木。 

46 久世
ク セ

神社のオガタマノ

キ 

ｵｶﾞﾀ

ﾏﾉｷ 
15ｍ 1.7ｍ 

久世芝ケ原 143 

（久世神社境内） 

神社に植えられるオガタマノキは古代より神聖な

木とされ、久世神社を代表する木。 

47 中中之郷
ナ カ ナ カ ノ ゴ ウ

のウメ ｳﾒ 2ｍ 1.3ｍ 

中中之郷 12 畑地内 

（龍福寺の西、約 50

ｍ付近） 

城陽市の木であるウメを代表する実梅品種の「城
ジョウ

 

州
シュウ

白
ハク

」で、梅の里青谷のシンボル的な木。 
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２－３９ 公園の設置状況 

（１）城陽市所管                                                                                    （平成 3１年 4 月 1 日現在） 

№ 名        称 所     在      地 種    別 面 積 (㎡) 

1 城陽市総合運動公園 寺田大川原・奥山・宮ノ谷 運動公園 160,168 

2 木津川河川敷運動広場 水主下外島２３－１ 他 近隣公園 32,730 

3 桜づつみ寺田緑地 寺田北堤下の一部及び地先 都市緑地 9,975 

4 桜づつみ枇杷庄緑地 枇杷庄大堀及び島ノ宮の一部及び地先 〃 3,713 

5 桜づつみ富野緑地 富野内川の一部及び地先 〃 10,610 

6 桜づつみ奈島緑地 奈島川原口、植田及び中島の一部及び地先 〃 17,253 

7 桜づつみ水主緑地 水主大将軍の一部及び地先 〃 17,951 

8 山城青谷駅前広場 市辺五島８８－８ 他２ 〃 846 

9 長池駅前広場Ⅰ 長池北裏６１－７ 〃 557 

10 富野荘駅前広場 枇杷庄鹿背田５１－３０ 〃 737 

11 久津川駅前広場 平川東垣外７８－１ 〃 610 

12 枇杷庄公園 枇杷庄大堀１３８－１ 他２ 街区公園 2,787 

13 久津川児童公園 平川野原１０ 他３ 〃 2,289 

14 指月児童公園 平川指月６３－１ 〃 999 

15 寺田西児童公園 寺田大林４３－４ 〃 1,001 

16 寺田児童公園 寺田今堀２５ 〃 1,154 

17 高田児童公園 寺田高田５７ 〃 1,432 

18 富野児童公園 富野東田部７０－５ 〃 1,041 

19 青谷公園 奈島久保野３９－１ 他２ 〃 1,652 

20 北山田公園 寺田北山田２９－１１ 〃 1,000 

21 城陽団地第２児童公園 久世下大谷１１０－２３ 〃 1,238 

22 鍜治塚第１児童公園 平川鍜治塚３１－８０ 〃 1,029 

23 上大谷第１児童公園 久世上大谷１１３－１９ 〃 2,246 

24 城陽団地第１児童公園 久世下大谷６－２９０ 他１ 〃 1,413 

25 大谷第１公園 寺田大谷１１５－１８ 他１ 〃 8,748 

26 深谷第３児童公園 寺田深谷８－６ 〃 1,909 

27 宮ノ谷第１児童公園 寺田深谷５７－４ 〃 1,461 

28 深谷第２児童公園 寺田深谷６４－２５６ 〃 1,055 

29 深谷第１児童公園 寺田深谷７－８０ 〃 1,372 

30 宮ノ平第１児童公園 寺田宮ノ平３５－１ 〃 1,766 

31 宮ノ平第２児童公園 寺田宮ノ平３５－８３ 〃 1,773 

32 庭井団地第１児童公園 寺田庭井１－９８ 〃 1,119 

33 高井第１児童公園 富野高井６０－１６８ 他１ 〃 1,455 

34 深谷第３幼児公園 寺田深谷７－１５５ 他１ 〃 1,116 

35 尼塚第９幼児公園 寺田尼塚３９－２ 〃 1,050 

36 青池公園 市辺北山１－１ 他６ 〃 1,299 

37 その他１８５公園   〃 60,549 

城陽市所管合計 ２２１ヶ所 359,103 

（２）京都府所管 

№ 名        称   所     在      地 種    別 面 積 (㎡) 

1 京都府立木津川運動公園 富野北角１４－８他 運動公園 109,000 

 

  合 計 468,103 

                                                                                            (資料：管理課、都市政策課) 

 

 

２－４０  生け垣設置費助成制度の状況 

年度 

項目 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

計 
(※昭和 61

年度以降累

計) 

交付件数 3 2 2 2 2 0 0 2 0 168 

本数 123 77 65 36 79 0 0 29 0 4,267 

（資料：都市政策課） 
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第３章  城陽市の環境政策 

３－１  城陽市環境基本条例 
            城陽市環境基本条例 

平成 13 年 12 月 27 日 条例第 25 号 

目次 

前文  

第 1 章   総則 (第 1 条―第 8 条 ) 

第 2 章   施策の策定等に係る基本方針 (第 9 条 ) 

第 3 章   施策の総合的かつ計画的推進 (第 10 条―第 12 条 ) 

第 4 章   推進施策  

第 1 節  市が講ずる施策 (第 13 条―第 21 条 ) 

第 2 節  市民等による環境保全活動を促進する施策 (第 22 条 ・第 23 条 ) 

第 3 節  地球環境保全のため施策 (第 24 条 ・第 25 条 ) 

第 5 章   推進及び調整体制等 (第 26 条―第 33 条 ) 

附則  

 

前文 

私たちのまち城陽は、京都 と奈良の中間に位置し、豊かな水や自然の恵みを受け、さまざまな歴史 と文化を形づくってき

た。 

しかしながら、昭和 40 年代からの急激な人口増加や都市化により、農地や森林の減少 、河川の水質汚濁、ごみ排出量

の増加、騒音 、振動等の環境の悪化が進行してきた。とりわけ、東部丘陵地においては、広大な山砂利採取による市民生

活への影響、採取後の土地利用が大きな課題となっている。 

一 方 、近年のめざましい科学技術の進歩と、それに伴 う社会経済活動の飛躍的な発展は、私たちを様々な労苦から解

放し、物質的に豊かで便利な生活を実現させてきた。しかしながら、このような生活の背景にある大量生産 、大量消費 、大

量廃棄を基本 とした社会経済システムは、自然環境や生活環境に様々な負荷を与えるとともに、地球規模の環境にまで

大きな影響を与えている。 

私 たちは、健康で文化的な生活を営むために、良好な環境の豊かな恵みを受ける権利を有している。そして同時に、この

恵み豊かな良好な環境を将来の世代に引き継いでいく責務を負っている。  

今 、私たちは、私たちの生活が環境に負荷を与えていることを自覚し、歴史的 、文化的遺産を通して先人たちの生活の

知恵に学びながら、自らの生活や行動を環境への負荷の少ないものに変えていき、自然 と人 との共生を基本 とする循環型

社会を築いていかなければならない。このような共通認識の下で、「緑 と太陽 、やすらぎのまち・城陽 」の都市像を目指して、

市 、市民 、市民団体及び事業者がパートナーシップにより協力 ・協働して良好な環境の再生 、保全及び創造に努めるとと

もに、地球環境を視野に入れた持続的発展が可能な社会をつくり上げていくため、市民の総意として、ここに城陽市環境

基本条例を制定する。 

第 1 章  総則  

(目的 ) 

第 1 条  この条例は、良好な環境の再生 、保全及び創造 (以下 「良好な環境の保全等 」という。)のための基本理念並びに

市 、市民 、市民団体及び事業者の協力 ・連携の下でそれぞれが果たすべき責務を明らかにするとともに、良好な環境の

保全等に関する施策の基本的事項を定め、これらの施策を総合的かつ計画的に推進することにより現在及び将来の市

民が安心 ・安全で快適な生活を営むことのできる良好な環境を確保することを目的とする。  

(定義 ) 

第 2 条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

(1 )  環 境への負荷  人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるも

のをいう。 

(2 )  良 好 な環境  現在及び将来の市民が健康を維持し、安心 ・安全で快適かつ文化的な生活を営むことができる生

活環境 (人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含

む。以下同じ。)、自然環境及び歴史文化環境をいう。 

(3 )  市民団体  主 として市民又は事業者により組織された、公益的活動を行 う団体をいう。  

(4 )  パートナーシップ 良好な環境の保全等のため、市 、市民 、市民団体及び事業者が、各々の責任と分担の下で互

いに自立し、相互に支え合 う関係をいう。 

(5 )  地 球環境保全  人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行 、海洋の汚染 、野生生物の種の

減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の

福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。  

(6 )  公 害  環 境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染 、

水質の汚濁 (水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。 )、土壌の汚染 、騒音 、振動 、地盤の

沈下 (鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除 く。)、悪臭等によって、人の健康又は生活環境に係る被害

が生ずることをいう。 

(基本理念 ) 

第 3 条  良好な環境の保全等は、現在及び将来の市民が良好な環境を引き継いでいけるよう、すべての者の参加及び環

境優先の認識の下に行われなければならない。 

2  良好な環境の保全等は、豊かな水や緑の自然環境が守 り育てられるとともに、自然 との触れ合いを深め、自然 と人 との

共生を目指して行われなければならない。 

3  良好 な環境の保全等は、資源 ・エネルギーの循環的な利用及びその適正な管理に努めることにより、環境への負荷の

少ない循環型で持続可能な社会を実現し、発展させるように行われなければならない。 

4  良好な環境の保全等は、市 、市民 、市民団体及び事業者がそれぞれの役割と責務を明確に認識し、パートナーシップ

によって行われなければならない。 

5  地球環境保全は、地域の環境が地球全体の環境と深 く関わっていることから、地域での取組として行われるとともに、広

域にわたるものについては、周辺地域 、関係機関等と広域的国際的に協力 ・連携して取 り組まれなければならない。  

(市の責務 ) 
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第 4 条  市は、前条に規定する良好な環境の保全等についての基本理念 (以下 「基本理念 」という。)にのっとり、良好な環

境の保全等に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び率先して実施しなければならない。  

2  市 は、基本理念にのっとり、環境に影響を及ぼすと認められる施策の策定及び実施に当たっては、良好な環境の保全

等について配慮しなければならない。 

3  市は、前 2 項に規定する施策の策定及び実施に関する必要な情報を適切に提供し、又は公開するように努めなければ

ならない。 

(市民の責務 ) 

第 5 条  市民は、基本理念にのっとり、日常生活において、資源 ・エネルギーの有効利用、廃棄物の減量等により、環境

への負荷の低減に努めなければならない。 

2  前 項に定めるもののほか、市民は、基本理念にのっとり、良好な環境の保全等に関する活動 (以下 「環境保全活動 」と

いう。)に取 り組むよう努めなければならない。 

(市民団体の責務 ) 

第 6 条  市民団体は、基本理念にのっとり、環境への負荷の低減及び環境保全活動に努めるものとする。  

2  市民団体は、基本理念にのっとり、自 らの環境保全活動を推進するために、市民への情報提供及び市民の参画又は

学習の機会の提供に努めるものとする。 

(事業者の責務 ) 

第 7 条  事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行 うに当たっては、良好な環境を阻害することのないよう、自らの

負担と責任において必要な措置等の対策を講ずるとともに、環境保全活動に取り組まなければならない。  

2  事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正な処理が図ら

れることとなるように、必要な措置を講じなければならない。 

3  前 項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、資源 ・エネルギーの有効利用 、廃棄物の減量等により、環

境への負荷の低減に努めなければならない。 

4  事業者は、基本理念にのっとり、良好な環境に配慮した事業活動を継続的に推進するとともに、環境マネジメントシステ

ム(環境に配慮した事業の仕組みや手順をいう。)の構築に努めなければならない。 

(各主体の協働 ) 

第 8 条  市 、市民 、市民団体及び事業者は、前 4 条に規定するそれぞれの責務を果たすための環境保全活動等におい

て、パートナーシップの理念に基づき協働していかなければならい。 

第 2 章  施策の策定等に係る基本方針  

第 9 条  市は、基本理念にのっとり、良好な環境の保全等に関する施策を策定し、及び実施するに当たっては、次に掲げ

る事項を基本として、各種の施策相互の有機的な連携を図りつつ、総合的かつ計画的に推進するものとする。  

(1 )  人 の健康が保護され、及び生活環境が再生 、保全及び創造されるよう、大気 、水 、土壌等が良好な状態に保持 さ

れること。 

(2 )  生 態系の多様性の確保 、野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保が図 られるとともに、森林 、緑地 、

水辺等における多様な自然環境が再生、保全及び創造されること。  

(3 )  自 然 との豊かな触れ合いを確保するとともに、緑化が推進され、並びに地域の個性を生かした都市景観が形成され、

並びに歴史文化環境が再生 、保全及び創造されること。  

(4 )  地 球環境保全に資する環境への負荷の低減が可能 となるような循環型社会を構築するため、資源 ・エネルギーの

循環的な利用 、廃棄物の発生の抑制等を積極的に推進すること。  

第 3 章  施策の総合的かつ計画的推進  

(環境基本計画 ) 

第 10 条  市長は、良好な環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、環境基本計画を定めなけ

ればならない。 

2  環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1 )  良好な環境の保全等に関する目標及び総合的な施策の大綱  

(2 )  前号に掲げるもののほか、良好な環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

3  市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ市民 、市民団体及び事業者の意見を反映することができるよ

うに、必要な措置を講じなければならない。 

4  市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ第 26 条に定める城陽市環境審議会の意見を聴かなければ

ならない。 

5  市長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なくこれを公表しなければならない。  

6  前 3 項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

(実行計画等 ) 

第 11 条  市長は、前条の環境基本計画を推進するため、その取組を率先して実行するための行動計画 (以下 「実行計

画 」という。)を定めなければならない。 

2  市 は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、実施するに当たっては、環境基本計画 、実行計画等との整合

を図るものとする。 

(年次報告等 ) 

第 12 条  市長は、環境基本計画、実行計画等の適正な進行管理を図るため、市域の環境の現状 、良好な環境の保全

等に関する施策の状況等について年次報告書を作成し、これを公表しなければならない。 

2  市 長は、前項の規定により公表した年次報告書に対して、市民 、市民団体及び事業者の意見を聴 くために必要な措

置を講じなければならない。 

第 4 章  推進施策  

第 1 節  市が講ずる施策  

(規制措置 ) 

第 13 条  市は、公害を防止するため、必要な規制の措置を講ずるものとする。  

2  前 項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を防止するため、必要な規制の措置を講ずるように努めるものと

する。 
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(経済的措置 ) 

第 14 条  市は、市民、市民団体及び事業者が環境への負荷の低減を図るための施設の整備その他の良好な環境の保

全等に資する措置を採ることを助長する必要があるときは、適正な助成その他の措置を講ずるように努めるものとする。  

2  市 は、環境への負荷の低減を図 るため、市民 、市民団体及び事業者への適正な経済的負担の措置について調査及

び研究を行い、特に必要があるときは、当該措置を講ずるように努めるものとする。  

(公共的施設の整備等 ) 

第 15 条  市は、緩衝地帯その他の環境の保全上の支障を防止するための公共的施設の整備及び下水道 、廃棄物の処

理施設その他の環境の保全上の支障の防止に資する公共的施設の整備を推進するため、必要な措置を講ずるものと

する。 

2  市 は、公園 、緑地その他の公共的施設の整備その他の自然環境の整備を推進するため、必要な措置を講ずるものと

する。 

(自然環境の保全等 ) 

第 16 条  市は、生物の多様性の確保が図られるとともに、多様な自然環境が再生、保全及び創造されるように、必要な措

置を講ずるように努めるものとする。 

(資源の循環的な利用等の促進 ) 

第 17 条  市は、環境への負荷の低減を図るため、市民 、市民団体及び事業者による資源 ・エネルギーの循環的な利用、

廃棄物の発生の抑制等が促進されるように、必要な措置を講ずるものとする。  

2  市は、環境への負荷の低減を図るため、市の施設の建設及び維持管理その他の事業の実施に当たっては、資源 ・エネ

ルギーの循環的な利用 、廃棄物の発生の抑制等に努めるものとする。  

(東部丘陵地の環境への配慮 ) 

第 18 条  市は、市域の東部に位置する丘陵地において、土地の形状の変更 、工作物の新設その他これらに類する事業

を行 う事業者に対し、良好な環境の保全等に向けた必要な措置を講ずるものとする。  

(環境影響評価 ) 

第 19 条  市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行おうとする者が、その事業の実施に当たりあらかじめ環

境への影響について自ら適正に調査 、予測及び評価を行い、その結果に基づき、良好な環境の保全等について適正に

配慮することができるように、必要な措置を講ずるものとする。 

(事業者との協定 ) 

第 20 条  市長は、事業活動に伴う環境への負荷の低減を図るため特に必要があるときは、事業者との間で環境への負荷

の低減に関する協定を締結することができる。 

(環境への負荷の低減に資する製品等の利用促進 ) 

第 21 条  市は、環境への負荷の低減に資する製品等の積極的な利用に努めるとともに、市民、市民団体及び事業者に

よる当該製品等の利用が促進されるように、必要な措置を講ずるものとする。  

第 2 節  市民等による環境保全活動を促進する施策  

(環境学習及び環境教育の推進 ) 

第 22 条  市は、市民 、市民団体及び事業者が良好な環境の保全等についての理解を深めることにより、環境に配慮した

生活及び行動が促進されるように、環境に関する学習及び教育を推進するものとする。 

(市民等の自発的な活動の促進 ) 

第 23 条  市は、市民 、市民団体及び事業者による良好な環境の保全等に関する自発的な活動が促進されるように、必

要な措置を講ずるものとする。 

第 3 節  地球環境保全のための施策  

(地球温暖化の防止等に関する施策の推進 ) 

第 24 条  市は、地球環境保全に資するため、地球温暖化の防止、オゾン層の保護等に関する施策を積極的に推進する

ものとする。 

(地球環境保全に関する国際協力等の推進 ) 

第 25 条  市は、地球環境保全に資するため、国際機関 、国 、他の地方公共団体その他の関係機関等と連携し、地球環

境保全に関する国際協力等の推進に努めるものとする。 

第 5 章  推進及び調整体制等  

(環境審議会 ) 

第 26 条  地方自治法 (昭和 22 年法律第 67 号 )第 138 条の 4 第 3 項及び環境基本法 (平成 5 年法律第 91 号 )第 44

条の規定に基づき、城陽市環境審議会 (以下 「審議会 」という。)を置 く。 

2  審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項の調査審議を行 う。  

(1 )  環境基本計画に関すること。 

(2 )  前号に掲げるもののほか、良好な環境の保全等に関する基本的事項  

3 審議会は、良好な環境の保全等に関する基本的事項に関し、市長に意見を述べることができる。  

4  審議会は、委員 10 人以内で組織する。 

5  委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1 )  市民団体の代表者  

(2 )  学識経験を有する者  

(3 )  関係行政機関の職員  

(4 )  その他市長が必要と認める者  

6 委員の任期は、2 年 とし、再任を妨げない。 

7  委 員に欠員が生じたときは、補欠の委員を置 くことができる。この場合における委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

8  前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

(市民等の施策への参加 ) 

第 27 条  市は、市 、市民 、市民団体及び事業者が地域の良好な環境の保全等及び地球環境保全に関して、パートナー

シップによりその施策等を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。  

(施策の推進体制の整備 ) 



- 83 - 

 

 

第 28 条  市は、良好な環境の保全等に関する施策の調整を図るとともに、その施策を積極的に推進するための体制を整

備するものとする。 

(調査及び研究の実施 ) 

第 29 条  市は、環境の状況の把握、環境の変化の予測又は環境の変化による影響の予測に関する調査その他の良好

な環境の保全等に関する施策の策定等に必要な調査及び研究に努めるものとする。  

(監視等の体制の整備 ) 

第 30 条  市は、環境の状況を的確に把握し、良好な環境の保全等に関する施策を実施するため、必要な監視 、測定 、

試験及び検査の体制の整備に努めるものとする。 

(国及び他の地方公共団体との協力 ) 

第 31 条  市は、市の区域外に及ぶ環境への負荷の低減に努めるとともに、良好な環境の保全等のために広域的な取組

を必要とする施策については、国及び他の地方公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。  

(一時滞在者等の協力 ) 

第 32 条  本市に一時滞在等する者は、基本理念にのっとり、良好な環境の保全等に努めるとともに、市が行 う良好な環

境の保全等に関する施策並びに市民、市民団体及び事業者が行う環境保全活動に協力するものとする。  

(その他 ) 

第 33 条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附  則  

この条例は、平成 14 年 (2002 年 )4 月 1 日から施行する。 
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３－２  城陽市環境基本条例制定の経過と城陽市環境市民懇話会の活動経過 

年度 月 環境市民懇話会発足～条例施行まで 環境市民懇話会（カッコ内は開催回） 

12 
９ 

・環境市民懇話会発足 

市民公募（９人）、市内事業者（６人）、 

学識経験者（１人）、その他の団体（４人）  

・委嘱書交付  （第1回） 

10～３ 
 ・条例への提言書作成  （第2回～第15回） 

13 

４ 
・「城陽市環境基本条例に関する提言書」

提出 

・城陽市環境基本条例案の検討  （第16回～第21回） 

・城陽市環境基本計画の検討スケジュール等について意見交換  

（第22回～第35回） 

・第１回環境フォーラムを開催  （３月30日） 11 
・議会全員協議会開催 

・法令審査 

12 
・環境基本条例（案）議会提出 

26日可決、27日公布 

14 

４ 
・環境基本条例施行 ・計画の枠組み、施策の体系について検討  （第36回～第37回） 

５ 
 ・テーマ別環境ビジョン、基本目標の検討  （第38回） 

６～７ 
 ・中間案の検討  （第39回～第42回） 

８～９ 
 ・市民意見の募集方法について検討 

・環境井戸端会議について検討 ・準備     （第43回～第46回） 

10 
 ・環境井戸端会議の開催  

・各地域の環境を考えるワークショップ   （第47回） 

11 
 ・計画案のまとめ  （第48回～第49回） 

12～ 
 ・計画の推進体制について  （第50回～第55回）  

３ 
 ・第２回環境フォーラムを開催（３月29日）  （第56回～第57回） 

15 ９ 
 ・９月１日城陽環境パートナーシップ会議設立発起人会発足 

・９月６日任期満了 

 

３－３  城陽市環境基本計画の策定経過 
年度 月 内容 

14 

９ 
・環境基本計画（中間案）作成 

・議会報告・市民意見募集 

10 
・環境井戸端会議開催 

・環境審議会設置 

12 
・環境基本計画（案）作成 

・環境審議会諮問 

15 

２ 
・環境審議会答申 

３ 
・環境基本計画策定 

・環境基本計画議会報告 

20 ４～ 
・環境基本計画見直し検討（17回）  （至21年３月） 

21 

５ 
・環境審議会報告 

６ 
・議会報告 

・環境基本計画一部改正 

25 ６～ 
・環境基本計画見直し検討（11回）  （至26年１月） 

26 ２ 

・環境審議会報告 

・議会報告 

・環境基本計画一部改正 

27 ２ 

・第２次環境基本計画の策定手法について 

・環境審議会報告 

・議会報告 

28 ４ 
・第２次環境基本計画策定検討（12 回）  （至 29 年３月） 

29 11 
・第２次環境基本計画環境審議会諮問 

29 12 
・第２次環境基本計画パブリックコメント実施 

30 ２ 
・第 2 次環境基本計画答申 

・第 2次環境基本計画議会報告 

30 ３ 
・第 2 次環境基本計画策定 



 

３－４  第２次城陽市環境基本計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生 活】 

安心・安全で快適・健康

に暮らせるまちを創る 

【自 然】 

生物多様性に配慮し、人

と自然との共生を図るま

ち 

【パートナーシップ】 

パートナーシップで横断

的・総合的に環境政策を

推進する 

【循 環】 

資源を有効活用する持続

可能なまち 

環境ビジョン 基本目標 目標達成のための取組 

【地球環境】 

地球環境を考えた持続可

能なエネルギー消費と生

産を実践するまち 

市民と環境との関わり合いの向上 
環境情報の発信とエコツーリズム等の提供 
パートナーシップによる環境活動のネットワーク化 

環境学習・環境教育の推進 

市内での環境取組・環境行動の把握及び情報の発信 

大気汚染の防止 
水質汚濁の防止 
悪臭発生の防止 
土壌汚染の防止 
騒音・振動対策の推進 

豊かな地下水の保全 
水に親しめる環境の保全 

河川や生態系等に関するモニタリング調査の推進 
適応策に関する情報発信及び啓発の推進 

防災体制の充実 
健康・安全の推進 
安心して歩く、移動できるまちづくりの推進 

環境負荷の小さいごみ処理の推進 
不法投棄・ポイ捨て防止など環境美化の推進 

ごみの発生抑制と不用品等の再使用の促進 
廃棄物のリサイクル体制の確立 
循環型社会に関する学習・啓発活動の推進 

市民・事業者の環境との関わり合いを増やし、環境を良くするためにパートナーシップで取
り組みます 

地元産農産物の消費促進と自然に配慮した農業の促進 
自然とふれあう機会の提供と地域の豊かな環境の情報発信の推進 
特定外来生物などによる被害の防止 

環境に関する情報提供や環境学習・環境教育を充実し、環境にやさしい人を育みます 

大規模プロジェクトが進み市内の環境が大きく変わる中、市が中心となって、市民・事業者
とともに、環境配慮行動・環境活動に取り組みます 

地域の個性を生かした景観の保全 
歴史文化遺産の保存と活用 

多様な動植物の生息・生育環境や生態系の保全・創造 
身近な自然環境の再生・保全 
動植物の保全に関する意識の高揚 

気候変動による自然や社会への影響にあらかじめ備える「適応策」に積極的に取り組みま
す 

東部の丘陵地における自然環境の保全・再生・創出 

環境負荷の小さいごみ処理を推進し、きれいなまちづくりを進めます 

３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）のシステムを構築し、循環型のまちづくりを進めます 

市民生活や社会経済活動における低炭素化の推進 
地域における低炭素型の生活と社会活動の普及 
地球環境保全に関する学習・啓発活動の推進 

環境にやさしい交通体系の構築 
低炭素型の交通の普及 

住宅、事業所の省エネ化とエネルギーマネジメントの普及 
太陽光等の再生可能エネルギーの普及促進 
次世代エネルギーの活用等により、スマートで低炭素型の都市の構築 

良好で健全な大気・水・土壌等の環境を保全し、豊かな生活環境を守ります 

河川・地下水に恵まれた豊かな水環境を守り育てます 

安心して暮らせる環境を守り、築きます 

豊かな歴史・文化の活用を進めるとともに城陽らしい景観・まちなみを保全し、次世代に伝
えます 

城陽の豊かな自然を次世代に伝えるため、地域に根ざした生活を継承し、風土を生かした
農業を守り育てます 

多様な動植物が生息・生育できる自然環境を守り育てます 

東部の丘陵地における自然環境の保全・再生・創出を目指します 

私たちの活動が地球環境に影響を与えていることを認識し、身近な地域で行動します 

人と環境にやさしい交通体系のまちを創ります 

省エネルギーの推進と再生可能エネルギーの活用により、低炭素型のまちづくりを進めま

す 
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３－５  城陽環境パートナーシップ会議規約 

 

（名称 ） 

第 １条  この会は、城陽環境パートナーシップ会議 （以下 「本会 」という。）と称する。  

（目的 ） 

第 ２条  城陽市環境基本条例 （平成 １３年城陽市条例第２５号 ）第 ２７条に基づき、市 、市民 、市民団体及び事業者のパ

ートナーシップにより、地域の良好な環境の保全等及び地球環境保全に向けて取り組むことを目的とする。  

（活動 ） 

第 ３条  本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行 う。  

（１）城陽市環境基本計画に定める目標の実現に向けた行動計画の立案  

（２）前号の行動計画に基づく率先行動の実施  

（３）環境に関する情報提供及び情報交換  

（４）その他前条の目的を達成するために必要な活動  

（組織 ） 

 本会は、第 ２条の目的に賛同する個人会員 、団体会員及び賛助会員をもって組織する。  

（役員 ） 

第 ５条  本会に、次に掲げる役員を置く。 

（１）会長  １名  

（２）副会長  １名  

（３）監事  １名  

（４）運営委員  ３０名以内  

（役員の選出 ） 

第 ６条  会長及び監事は、会員の中から総会において選出する。 

２ 副会長及び運営委員は、会長が会員の中から指名し、総会の承認を得る。 

（役員の任期 ） 

第 ７条  役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 役員に欠員が生じたときは、補欠役員を置くことができる。この場合における役員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（役員の職務 ） 

第 ８条  会長は、本会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。  

３ 監事は、本会の経理について監査する。 

４ 運営委員は、運営委員会を構成する。 

（会議 ） 

第 ９条  本会の会議は、総会及び運営委員会とする。 

２ 総会は年 １回開催し、運営委員会は必要に応じて開催する。 

３ 総会及び運営委員会は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

４  総会は、役員の選出 、活動発表及び啓発等を行い、運営委員会は、第 ３条に定める活動の方針を決定し、予算の執

行及び管理を行 う。 

５ 総会の議事は、出席者の過半数の同意をもって決する。 

（部会 ） 

第 １０条  第 ３条に定める活動を実施するため、本会に部会を設置することができる。 

２ 部会の運営に関し必要な事項は、運営委員会において定める。 

（会費 ） 

第 １１条  賛助会員は、１口年額 ２０，０００円の会費を負担する。 

（経費 ） 

第 １２条  本会の経費は、会費 、寄付金及びその他の収入をもって充てる。 

２ 本会の会計年度は、毎年 ４月 １日に始まり、翌年 ３月 ３１日に終わる。  

（事務局 ） 

第 １３条  本会の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、当分の間、城陽市役所内に置 く。 

（その他 ） 

第 １４条  この規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、会長が運営委員会に諮って定める。 

附  則  

（施行期日 ）  

１  この規約は、平成 １５年 （２００３年 ）１０月 ２５日から施行する。 

（経過措置 ） 

２ 発足時の役員には、本会の設立発起人をもって充てる。 
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３－６   城陽市環境政策推進本部設置規則 

 

平成 14 年 3 月 29 日  

規則第 21 号  

 

(設置 ) 

第 1 条  城陽市環境基本条例 (平成 13 年城陽市条例第 25 号 。以下 「条例 」という。)第 28 条の規定に基づき、良好な

環境の保全等に関する施策の調整等を図 り、その施策を総合的かつ計画的に推進するため、城陽市環境政策推進本

部 (以下 「推進本部 」という。)を置 く。 

(所掌事務 ) 

第 2 条  推進本部は、次に掲げる事務について所掌する。 

(1 )  城陽市環境基本計画の策定及び推進に関すること。 

(2 )  本市の実行計画等の策定及び推進に関すること。 

(3 )  地球温暖化対策に係る計画の策定及び推進に関すること。 

(4 )  城陽市環境審議会に係る諮問案件の確定及び答申の取扱いに関すること。  

 (5 )  本市の環境マネジメントシステムの構築及び継続的改善に関すること。  

(6 )  その他条例に基づく施策の推進等に関すること。 

(組織等 ) 

第 3 条  推進本部は、本部長 、副本部長及び本部員をもって組織する。 

2  本部長は市長を、副本部長は副市長を、本部員は教育長 、公営企業管理者 、参与 、理事 、部長及び部長相当職の

者をもって充てる。 

3  推進本部は、本部長が招集し、本部長が議長となる。 

4  副本部長は、本部長を補佐し本部長に事故あるときはその職務を代理する。 

(環境政策推進委員会 ) 

第 4 条  第 2 条に規定する事務の調整、進行管理等を行 うため、推進本部に環境政策推進委員会 (以下 「推進委員会 」

という。)を置 く。 

2  推進委員会は、本部長が指名する職員 25 名以内をもって組織する。 

3  推進委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は環境政策担当課長 (環境政策担当次長を置 く場合にあっては、

当該次長 )をもって充て、副委員長は委員長の指名による。 

4  推進委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

5  副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

(環境政策推進チーム) 

第 5 条  第 2 条に規定する事務の企画、率先実行等を行 うため、推進委員会に環境政策推進チームを置く。  

2  環境政策推進チームは、本部長が指名する職員 45 名以内をもって組織する。 

(庶務 ) 

第 6 条  推進本部の庶務については、環境主管課において処理する。 

(その他 ) 

第 7 条  この規則に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

 

附  則  

この規則は、平成 14 年 (2002 年 )4 月 1 日から施行する。 

附  則 (平成 16 年 (2004 年 )4 月 1 日規則第 12 号 ) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 (平成 18 年 (2006 年 )5 月 1 日規則第 23 号抄 ) 

(施行期日 ) 

1  この規則は、平成 18 年 (2006 年 )7 月 1 日から施行する。 

附  則 (平成 19 年 (2007 年 )3 月 30 日規則第 14 号 ) 

この規則は、平成 19 年 (2007 年 )4 月 1 日から施行する。 

附  則 (平成 21 年 (2009 年 )4 月 30 日規則第 24 号 ) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 (平成 23 年 (2011 年 )3 月 31 日規則第 7 号抄 ) 

(施行期日 ) 

1  この規則は、平成 23 年 (2011 年 )4 月 1 日から施行する。 

附  則 (平成 24 年 (2012 年 )3 月 30 日規則第 15 号 ) 

この規則は、平成 24 年 (2012 年 )4 月 1 日から施行する。 
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３－７  城陽市環境審議会規則 

 

平成14年8月30日 

規則第36号 

 (趣旨 ) 

第 1 条  この規則は、城陽市環境基本条例 (平成 13 年城陽市条例第 25 号 )第 26 条第 8 項の規定に基づき、城陽市

環境審議会 (以下 「審議会 」という。)の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(会長及び副会長 ) 

第 2 条  審議会に会長及び副会長 1 名を置 く。 

2  会長は、委員の互選によって定め、副会長は、委員のうちから会長が指名する。  

3  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

4  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。  

(会議 ) 

第 3 条  審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2  審議会の会議は、過半数の委員の出席がなければ開 くことができない。 

3  審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

(意見等の聴取 ) 

第 4 条  会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を審議会に出席させて説明を求め、又は意見を述べさせること

ができる。 

(庶務 ) 

第 5 条  審議会の庶務は、環境主管課において処理する。 

(その他 ) 

第 6 条  この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。  

附  則  

この規則は、公布の日から施行する。 

附  則 (平成 18 年 (2006 年 )5 月 1 日規則第 23 号抄 ) 

(施行期日 ) 

1  この規則は、平成 18 年 (2006 年 )7 月 1 日から施行する。 

附  則 (平成 23 年 (2011 年 )3 月 31 日規則第 7 号抄 ) 

(施行期日 ) 

1  この規則は、平成 23 年 (2011 年 )4 月 1 日から施行する。 
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３－８  城陽市環境審議会の開催状況 
年 月 審議会 内容 

14 10 第１回城陽市環境審議会 委嘱、市環境政策の説明 

11 第２回城陽市環境審議会 市内視察 

12 環境基本計画（案）諮問  

15 1 第３回城陽市環境審議会 

第４回城陽市環境審議会 

環境基本計画（案）の審議 

2 第５回城陽市環境審議会 

環境基本計画（案）答申 

環境基本計画（案）の審議 

4 第１回城陽市環境審議会 市環境政策の年間予定及び新体制 

16 １ 第２回城陽市環境審議会 城陽市環境報告書（平成15年度版）の報告 

17 １ 第１回城陽市環境審議会 城陽市環境報告書（平成16年度版）の報告 

18 １ 第１回城陽市環境審議会 城陽市環境報告書（平成17年度版）の報告 

10 第１回城陽市環境審議会 委嘱、市の概要と環境政策の説明 

19 ７ 第１回城陽市環境審議会 「平成 18 年度の大気・水質・地下水測定結果と環境基本計画の進捗について」 

20 ３ 第２回城陽市環境審議会 「環境基本計画の進捗状況等について」 

「地球温暖化対策地域推進計画の取り組みについて」 

「第２期城陽市エコプランについて」 

10 第１回城陽市環境審議会 委嘱 

「平成 19 年度大気・水質・地下水測定結果」 

「平成 19 年度城陽市エコプラン実施結果」 

「第１期エコプラン実績」 

「環境基本計画の進捗について」 

21 ３ 第２回城陽市環境審議会 「城陽市地球温暖化対策地域推進計画（素案）について」 

５ 第１回城陽市環境審議会 「城陽市地球温暖化対策地域推進計画について」 

「城陽市環境基本計画の数値目標等の見直しについて」 

22 ４ 第１回城陽市環境審議会 「城陽市地球温暖化対策地域推進計画進捗状況報告について」 

「平成 21 年度環境政策の実施報告について」 

11 第２回城陽市環境審議会 委嘱、「城陽市の環境政策について」 

24 ２ 第1回城陽市環境審議会 「独自環境マネジメントシステムへの移行について」 

「平成 22 年度城陽市環境測定結果について」 

「第 2期城陽市エコプラン平成 22 年度実績について」 

「平成 23 年度節電取り組みについて」 

12 第１回城陽市環境審議会  委嘱、「平成23年度城陽市環境測定結果について」 

25 ２ 第２回城陽市環境審議会 「第３期城陽市エコプラン(案)について」 

「城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）について」  

11 第１回城陽市環境審議会 「平成24年度城陽市環境測定結果について」                                 

「平成24年度城陽市環境マネジメントシステム（Ｊ－ＥＭＳ）実施結果の報告につい

て」                                「城陽市環

境基本計画の見直しについて」 

「城陽環境パートナーシップ会議事業報告について」 

26 ２ 第２回城陽市環境審議会 「城陽市環境基本計画の数値目標等の見直しについて」 

11 第１回城陽市環境審議会 委嘱、「平成25年度城陽市環境測定結果について」  

「平成25年度城陽市環境マネジメントシステム（Ｊ－ＥＭＳ）実施結果の報告につい

て」 

「第２次城陽市環境基本計画について」 

「城陽環境パートナーシップ会議事業報告について」 

27 ２ 第２回城陽市環境審議会  「第２次環境基本計画の策定にあたって」 

「城南衛生管理組合（奥山埋立処分地の排水処理及びクリーン２１長谷山のばいじん 

処理物）に関する事案について（報告）」 

７ 第１回城陽市環境審議会 「第２次環境基本計画の策定方法について」 

10 第２回城陽市環境審議会 「平成26年度城陽市環境測定結果について」  

「平成26年度城陽市環境マネジメントシステム（Ｊ－ＥＭＳ）実施結果の報告につい

て」 

「城陽環境パートナーシップ会議事業報告について」 

「第２次環境基本計画策定のスケジュール等について」 

28 2 

10 

 

 

11 

第３回城陽市環境審議会 

第１回城陽市環境審議会 

 

 

第２回城陽市環境審議会 

「第２次環境基本計画の内容について」 

委嘱、「平成27年度環境測定結果について」 

「平成27年度環境マネジメントシステム（Ｊ－ＥＭＳ）実施結果について」 

「城陽環境パートナーシップ会議事業報告について」 

「環境基本計画の総括について」 

「第２次環境基本計画の策定に向けた市民等意識調査結果について」 

29 6 

 

8 

 

11 

第１回城陽市環境審議会 

 

第２回城陽市環境審議会 

 

第３回城陽市環境審議会 

「第２次城陽市環境基本計画の策定について」 

「平成28年度環境測定結果について」 

「第２次城陽市環境基本計画骨子（案）について」 

「城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の策定について 

「第２次城陽市環境基本計画素案の諮問について」 

「城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の骨子案について」 

「平成28年度城陽市環境マネジメントシステム（Ｊ－ＥＭＳ）実施結果の報告について」 
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年 月 審議会 内容 

30 1 

 

 

2 

 

 

10 

第４回城陽市環境審議会 

 

 

第２次環境基本計画(案)答申 

第５回城陽市環境審議会 

 

第１回城陽市環境審議会 

「第２次城陽市環境基本計画（素案）について」 

「城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（素案）について」 

「第４期城陽市エコプランについて」 

 

「第２次環境基本計画の最終案について」 

「城陽市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（案）について」 

委嘱、「平成29年度環境測定結果について」 

「平成29年度環境マネジメントシステム（Ｊ－ＥＭＳ）実施結果について」 

「城陽環境パートナーシップ会議事業報告について」 

 

 

 

３－９  城陽市環境方針 
 

１．基本理念  

私たちは健康で文化的な生活を営むために良好な環境の豊かな恵みを受ける権利を有しています。そして同時に、この

恵み豊かな良好な環境を将来世代に引き継いでいく責務を負っています。 

城陽市は今後、大きなプロジェクトが進み、まちが大きく変わろうとしています。この新しいまちの中で、豊かな「自然 」が、

多 くの「人 」のパートナーシップによって、「未来 」へと引 き継がれることで「環境と共生するまち」を実現するため、第 ２次環境

基本計画の望ましい環境像である「自然 ・人 ・未来をはぐくむ、環境共生のまち・城陽 」を目指します。  

 

２．基本方針  

城陽市環境マネジメントシステム「J-EMS（ジェイムス）」の運用により、環境に関わる業務の効率化を図り、継続的に環境

の保全 ・改善に取組みます。 

さらに、このシステムにより職員一人ひとりが環境に対する意識を高め、工夫を凝らし、行政サービスの向上に努めます。  

～わたしたちの５つの取組み～ 

１．一事業者としての立場から城陽市エコプランに取組み、市の事務 ・事業に伴う温室効果ガスの排出を削減し、環境

負荷を低減することで、環境に配慮した行動を実践します。 

２．環境に関する高い意識 、豊かな知識を身に付けます。 

３．環境法令や自らが決めた遵守事項を守り、環境汚染の予防に積極的に取組みます。 

４．環境目的及び目標を定め、定期的に見直します。 

５．環境に関する適切な情報を提供することで、市 ・市民 ・市民団体 ・事業者のパートナーシップによる横断的 ・総合的  

な環境政策を推進します。 

 

 

           平成 30 年（2018 年）4 月 1 日    城陽市長 奥田 敏晴 
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３－１０   城陽市 ISO 認証取得助成金交付要綱 
 

（目  的 ）  

第 １条   この要綱は、国際標準化機構 （以下 ｢ＩＳＯ｣という。）の国際規格 ＩＳＯ１４０００シリーズ及びＩＳＯ９０００シリーズの

認証を新規に取得した中小企業者に対し、当該認証取得に要した経費の一部について、城陽市補助金等の交付に関

する規則 （昭和 ５８年城陽市規則第１８号 ）及びこの要綱に定めるところにより、城陽市 ISO 認証取得助成金を交付し、

もって市内に事業所を有する中小企業者の環境問題に配慮した企業活動を促進する体制の整備に資するとともに、中

小企業者の企業競争力や信頼を高めることを通し産業振興を図ることを目的とする。 

(定  義 )  

第 ２条   この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 

（１）  中小企業者  中小企業基本法 （昭和 ３８年法律第１５４号 ）第 ２条第 １項に規定する中小企業者をいう  

（２）  事業所  物の生産 、販売又はサービスの提供等の事業を行 うために設けられた施設をいう  

（３）  認定機関  審査登録機関を認定するために置かれた機関のことをいう 

（４）  審査登録機関  審査登録を希望する中小企業者が構築している品質マネジメントシステムや環境マネジメントシス

テムが､ＩＳＯの国際規格 ＩＳＯ１４０００シリーズ及び９０００シリーズの要求事項に適合しているかを審査する機関で、

認定機関から認定されているものをいう 

（５）  ＩＳＯ１４０００シリーズ ＩＳＯが定めた環境管理に関する国際規格をいう 

（６）  ＩＳＯ９０００シリーズ ＩＳＯが定めた品質管理に関する国際規格をいう 

（７）  認証取得事業  ＩＳＯ１４０００シリーズ及びＩＳＯ９０００シリーズの認証取得を目的に審査登録機関と契約又は認証

取得に係る講習会等に参加して取組む一連の事業  

（助成事業等 ） 

第 ３条  助成の対象 となる中小企業者は、認証取得事業に取組み、ＩＳＯ規格の認証取得をした中小企業者で、次の各

号に掲げる項目のすべてに該当するものとする。ただし、助成事業者が助成金の交付を受けることができるのは、ＩＳＯ１４

０００シリーズ及びＩＳＯ９０００シリーズの認証取得の各 1 回限 りとし、認証取得した日の属する年度が同一の場合は、いず

れか一方のみを助成の対象とする。 

（１）  市内に事業所を有する者  

（２）  市税を完納している者  

２ 助成対象事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

（１）  環境マネジメントシステムに関する国際規格 ＩＳＯ１４０００シリーズ認証取得事業  

（２）  品質マネジメントシステムに関する国際規格 ＩＳＯ９０００シリーズ認証取得事業  

３ 助成対象経費は、認証取得事業の期間内で、助成事業に係る経費のうち、次の各号に掲げる経費とする。  

（１）  審査登録機関に支払 う審査登録に係る申請料 、文書審査料 、予備審査料 、本審査料 、登録料並びに審査員

の交通費及び宿泊費 （ただし、登録後に必要とする費用を除く）  

（２）  コンサルタント（審査員評価登録機関の登録を受けている審査員又は審査員補の有資格者に限る）に支払 うＩＳＯ

規格の認証取得に関する相談及び診断に係る経費 （交通費及び宿泊費を含む）  

４  市外に立地する事業所と同時に認証取得した場合の前項に規定する助成対象経費については、市内事業所に係る

経費のみを助成対象経費とし、市内 と市外の事業所に経費を区分しがたい場合は、それぞれの従業員数による按分の

方法で市内事業所に係る経費を算出し、当該経費を助成対象経費とする。  

（助成金の助成率及び交付額 ） 

第 ４条  助成金の額は、１企業 、各事業について助成対象経費の３分の１に相当する額 とし、１，０００，０００円 を限度 とす

る。ただし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切 り捨てるものとする。  

２  国 、府その他の団体から認証取得するために助成金等の交付を受ける場合は、その額を本市が交付する助成金から

控除するものとする。 

（助成金の交付申請 ） 

第 ５条  助成金の交付を受けようとする者は、城陽市 ＩＳＯ認証取得助成金交付申請書 （別記様式第１号 )。以下 ｢交付申

請書 ｣という。）をＩＳＯ規格の認証取得した日の属する年度内に市長に提出しなければならない。ただし、市長がやむを得

ない事情があると認めるときは、市長が定める期日までに提出することができる。  

２ 交付申請書は、次に掲げる内容を記載した書類を添付しなければならない。 

（１）  ＩＳＯ認証取得取組報告書  

（２）  企業概要  

（３）  認証取得した事業所の概要  

（４）  認証取得事業支出額報告書  

（５）  認証取得事業支出額報告書に記載された経費の支払等を証する書類  

（６）  ＩＳＯ規格の認証取得を証する書類  

（７）  市税を完納していることを証する書類  

（８）  その他市長が必要と認める書類  

（助成金の交付決定等 ） 

第 ６条  市長は、前条の交付申請により当該助成事業が適正に実施されたと認めたときは、助成金の交付決定を行い、

城陽市 ＩＳＯ認証取得助成金交付決定通知書 （別記様式第２号 ）を交付する。  

２ 前項の決定通知を受けた助成事業者は、城陽市 ＩＳＯ認証取得助成金交付請求書 （別記様式第３号 )に交付決定通

知書の写しを添えて、速やかに助成金の交付請求をしなければならない。 

３  第 １項において、助成金の不交付を決定したときは、助成金交付不交付決定通知書 （別記様式第 ４号 ）により通知す

るものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 ７条  市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）  偽 りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき、又は受けようとしたとき  

（２）  助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

（３）  その他この要綱に違反したとき 
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２  前項により交付決定を取り消した場合において、既に助成金の交付がされているときは期間を定めて返還させることがで

きる。 

（委任 ） 

第 ８条  この要綱に定めるもののほか、助成金の交付について必要な事項は市長が別に定める。  

附  則  

  この要綱は、平成 １６年 （２００４年 ）４月 １日以後の認証取得について適用する。 
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§ 用語の説明 （５０音順） 
 

 

（ア 行） 
アルキル水銀 ･･･ メチル水銀などの有機水銀で水俣病の原因とされており、アルキル水銀を含む魚介類を長期に摂取すると、慢性

中毒となり知覚、聴力、言語障害、視野の狭さく、手足の麻痺などの中枢神経障害などを起こして死亡する場合もある。水質汚濁

に係る環境基準では「検出されないこと」と定めている。 

 

ＩＳＯ1400１ ･･･ ＩＳＯとはスイスのジュネーブに本部を置く「国際標準化機構」（1947年設立）の略称で、国際的に通用する規格を

制定する非政府機関。このＩＳＯが定めた規格をＩＳＯ規格といい、身近な例として、非常口のマーク（ＩＳＯ7010）や、ネジ（ＩＳＯ68）

などがある。ＩＳＯ14001は、環境活動を管理するためのマネジメントシステムの規格。 

 

一酸化炭素（ＣＯ） ･･･ 炭素やその化合物を含むものを燃焼する際、酸素が不十分な環境で不完全燃焼を起こすと発生する気体。

たばこの煙にも多量に含まれており、血液中のヘモグロビンと結合し、酸素の供給を阻害する。 

 

ＳＰＭ（浮遊粒子状物質） ･･･ 大気中に浮遊する粒子状物質で、その粒径がおおむね10マイクロメートル以下のもの。呼吸器疾患

の原因といわれている。 

 

ＳＳ（浮遊物質量） ･･･ 水中に浮遊している微細な固形物の量。 

 

オキシダント ･･･ 光化学反応によって生成するオゾン（Ｏ₃）などの酸化性物質の総称。光化学大気汚染による被害症状の主原因物

質である。 

 

オゾン層 ･･･ オゾン（Ｏ₃）は酸素原子３個からなる気体。地球を取り巻くオゾンの約90％は高度１０～５０㎞上空の成層圏に存在し、

このオゾンの多い層を一般的に「オゾン層」という。オゾン層は太陽光に含まれる紫外線のうち有害なもの（ＵＶ－Ｂ）の大部分を吸

収し、地上の生態系を保護している。このオゾン層がフロン（クロロフルオロカーボン類・ＣＦＣ類）などにより破壊されると、地上に到

達する有害紫外線の量が増加し、人の健康や生態系に悪影響が出るおそれがある。 

 

温室効果ガス ･･･ 大気中の二酸化炭素（CO₂）やメタン（CH₄）などのガスは太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがあ

る。これらのガスを温室効果ガスという。「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、二酸化炭素（CO₂）、メタン（CH₄）、一酸化

二窒素（N₂O）、ハイドロフルオロカーボン類(HFC)、パーフルオロカーボン類（PFC）、六フッ化硫黄（SF₆）、三フッ化窒素（NF₃）を加

えた７種を削減対象の温室効果ガスと定めている。 

 

（カ 行） 
合併処理浄化槽 ･･･ 浄化槽の一種でし尿とその他家庭から出る生活雑排水を一緒に処理する施設。し尿のみを処理する浄化槽

は単独処理浄化槽という。京都府下では平成７年１０月以降の新設浄化槽は全て合併処理浄化槽と定められた。 

 

カドミウム（Ｃｄ） ･･･ 鉱物中や土壌中などに存在する重金属で、鉛・銅・亜鉛などの金属とともに存在する。イタイイタイ病の原因とされて

おり、大量のカドミウムが長期間にわたって体内に入ると慢性中毒となり、腎尿細管の再吸収機能が阻害され、カルシウムが失われ

て骨軟化症を起こす。 

 

環境影響評価（環境アセスメント） ・・・ 環境影響評価法の定めるところにより、大規模な開発事業の内容を決めるに当たり、それが

環境にどのような影響を及ぼすかについて、あらかじめ事業者が調査・予測・評価を行うもの。その結果を公表して住民等の意見を

聴き、それらを踏まえて環境保全について適正な配慮がなされることを確保し、国民の健康で文化的な生活の確保に資する仕組

み。 

 

環境家計簿 ･･･ 日常生活で消費するエネルギーの量から、地球温暖化の原因となる二酸化炭素（CO₂）をどのくらい排出している

かを知るためのもの。環境家計簿を記録することにより、家庭から排出されるCO₂の量を把握して自分の生活行動を見直すことがで

き、環境にやさしい生活の実践に役立つ。 

 

環境基準 ･･･ 大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ人の健康を保護し、及び

生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準。環境基本法第16条に規定されており、行政上の政策目標である。人の

健康等を維持するための最低限度としてではなく、より積極的に維持されることが望ましい目標として、その確保を図るもの。 

 

環境負荷 ･･･ 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるもの。 
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環境マネジメントシステム（ＥＭＳ） ･･･ 事業組織が法令等の規制基準を遵守するだけでなく、自主的、積極的に環境保全のために

取る行動を計画・実行・評価することであり、（1）環境保全に関する方針、目標、計画等を定め、（2）これを実行、記録し、（3）その

実行状況を点検して、（4）方針等を見直すという一連の手続き。環境省が策定したエコアクション21やＩＳＯ14001などがある。 

 

京都議定書 ・・・ 1997年12月に京都で開催されたCOP3で採択された気候変動枠組条約の議定書。2005年2月に発効し、先進締

約国に対し、2008～12年の第一約束期間における温室効果ガスの排出を1990年比で、5.2％（日本6％、アメリカ7％、EU8％など）

削減することを義務づけた。2000年に、最大排出国であるアメリカ（36.1％）が経済への悪影響と途上国の不参加等を理由に離脱。

2013～2020年の第二約束期間に参加して温室効果ガスの削減義務を負うのは欧州連合（ＥＵ）やノルウェー、スイスなど一部の先

進国にとどまり、日本やロシア、ニュージーランドは不参加を表明した。 

 

クロム（Ｃｒ） ･･･ クロムは耐食性、耐熱性に富み、メッキやステンレスの原料として用いられる重金属。六価クロムは毒性が強く、三価

クロムは毒性が少ないとされる。 

 

公  害 ･･･ 事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地

盤の沈下及び悪臭によって人の健康又は生活環境に係る被害が生ずること。 

 

光化学スモッグ ･･･ 工場、事業場や自動車などから排出される窒素酸化物（ＮＯＸ）や揮発性有機化合物（ＶＯＣ）などが太陽からの

紫外線を受けて化学反応を起こし、光化学オキシダントが生じる。この光化学オキシダントの濃度が高いときに白いモヤがかかる現

象。 

 

コンポスト ･･･ 一般家庭から出る生ごみを堆肥に再生するための容器。作られた堆肥は、家庭菜園等の土壌改良剤として活用でき

る。 

 

（サ 行） 
シアン（ＣＮ） ･･･ 無色、特異臭のある気体である。青酸カリで知られる有害な物質で､シアン化合物が作用すると組織的窒息を起こし

て死亡する。通常は数秒ないし数分で中毒症状が現れ、頭痛、めまい、けいれんなどを起こして死亡し、少量摂取の場合は、耳鳴

り、おう吐などを起こす。 

 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） ･･･ 水中の有機物を酸化剤で化学的に分解した際に消費される酸素の量で、湖沼、海域の有機汚濁

を測る代表的な指標。この数値が大きいほど有機物による汚濁が大きい。 

 

３Ｒ ･･･ リデュース（Reduse：ごみの発生抑制）・リユース（Reuse：使用済製品の再使用）・リサイクル（Recycle：原材料として再資源化）

の頭文字を取ったもの。これまでは、リデュース、リユースよりもリサイクルに重点が置かれていたが、環境への負荷を低減する目的か

らは、リデュースを第一に置いて、次にリユース、最後にリサイクルという順序を習慣づける必要がある。 

 

総水銀（Ｔ－Ｈｇ） ･･･ 有機水銀、無機水銀、金属水銀を合わせた水銀及びその化合物。 

 

（タ 行） 
ダイオキシン類 ･･･ ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン(PCDD)及びポリ塩化ジベンゾフラン(PCDF)にコプラナ－ポリ塩化ビフェニ

ル(コプラナ－PCB)を含めてダイオキシン類といい、ものの焼却過程で自然に生成する物質で塩素の数やつく位置によって220種

類の異性体がある。ダイオキシン類の毒性は、一般毒性、発がん性、生殖毒性、免疫毒性など多岐にわたっている。 

 

大腸菌群 ･･･ 大腸菌及び大腸菌とよく似た性質を持つ菌の総称。大腸菌は一般に人畜の腸管内に常時生息し、健康な人間の糞便１グ

ラム中に１０億～１００億存在すると言われている。そのため、微量のし尿により水が汚染されても、容易に検出できることから、水質汚濁の

指標とされている。 

 

地球温暖化 ･･･ 産業活動が活発になることで、二酸化炭素（CO₂）、メタン（CH₄）、フロン類などの温室効果ガスが大量に排出され

大気中の温室効果ガスの濃度が高まり熱の吸収がこれまでより増えた結果、地球の平均気温が上昇すること。IPCC（気候変動に

関する政府間パネルによると、このまま推移すれば、21世紀末までに全地球平均気温が約2℃上昇し、これに伴い海面が約50cm

（最大1m）上昇すると予測され、異常気象の発生、農業生産や生態系への影響等が懸念されている。 

 

ＤＯ（溶存酸素） ･･･ 水に溶けている酸素の量を示す。酸素の溶解量は、水温、気圧、塩分濃度などの影響を受ける。汚染度の高

い水中では消費される酸素の量が多いので、溶存する酸素量は少なくなる。溶存酸素は水の自浄作用や水中の生物にとって必

要不可欠なものである。 

 

ｄＢ（デシベル） ・・・ 騒音・振動の測定における単位。  

 

等価騒音レベル（ＬＡｅｑ又はＬｅｑ） ･･･ 騒音レベルが時間とともに不規則かつ大幅に変化している場合に、ある測定時間内に変動する

レベルのエネルギーに着目して時間平均値を算出したもの。 

 

トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン ･･･ 主に金属・機械部品などの脱脂洗浄剤やドライクリーニング用の洗浄剤として使われてい

る有機塩素化合物。水環境の汚染を通じ、人の健康を害するおそれがあることから、水質汚濁防止法の有害物質に指定されてい

る｡ 
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（ナ 行） 
ｎ－Ｈ（ノルマルヘキサン抽出物質） ・・・ 鉱物油、動植物油などの油分の量を表す指標。ノルマルヘキサンという溶剤によって抽出

される物質であり、石鹸や染料、界面活性剤などが該当する。油分には分解性の低い物質が多く含まれるため、生態系に悪影響

を与える。 

 

二酸化硫黄（ＳＯ２） ･･･ 亜硫酸ガスとも呼ばれる大気汚染物質の一つであり、石油、石炭等を燃焼した時に含有される硫黄が酸化

されて発生する。高濃度で呼吸器に影響を及ぼすほか、大気中の窒素酸化物（ＮＯＸ）とともに光化学反応などの化学変化を起こ

すと、硫酸や硝酸となって降水に溶け込み、酸性雨の原因となる。 

 

二酸化窒素（ＮＯ２） ・・・ 大気汚染物質である窒素酸化物（ＮＯＸ）の一つであり、呼吸器系に対する有害物質である。発生源は自動車や

工場廃ガス。 

 

（ハ 行） 
ｐＨ（水素イオン濃度指数） ･･･ 物質の酸性やアルカリ性の程度を示すもので、ｐＨ７は中性、ｐＨが小さくなると酸性、大きくなるとア

ルカリ性を示す。自然水のｐＨは、6.5～8.5の範囲にある。 

 

ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） ･･･ 水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量で、河川等の有

機汚濁を測る代表的な指標である。この数値が大きいほど、河川などの水中には有機物が多く、水質が汚濁していることを意味す

る。 

 

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）･･･ 人工的に作られた、主に油状の化学物質。水に溶けにくく、沸点が高い、熱で分解しにくい、不燃焼、電気

絶縁性が高いなど、化学的にも安定な性質を有することから、電気機器の絶縁油、熱交換器の熱媒体、ノンカーボン紙など様々な用途

で利用されていたが、環境汚染物質として大きな社会問題となったことがあり、現在は製造・輸入ともに禁止されている。 

 

微小粒子状物質（ＰＭ２．５） ・・・ 大気中に浮遊している２．５μｍ以下の小さな粒子。非常に小さいため（髪の毛の太さの1/30程

度）、胸の奥深くまで入りやすく、呼吸器系への影響に加え、循環器系への影響が心配されている。 

 

ＰＴＩＯ方式 ・・・ 一酸化窒素（ＮＯ）を選択的に酸化する有機酸化剤ＰＴＩＯを捕集材ＴＥＡ（トリエタノールアミン）に混合し、分子拡

散の原理による小型軽量なサンプラーを用いて大気中の一酸化窒素（ＮＯ）、二酸化窒素（ＮＯ２）を簡易に測定する方法。 

 

ｐｐｍ(ｐarts ｐer ｍillion) ･･･ 100万分の１を示す表示。大気汚染や食品中の残留農薬の濃度を表示するのに使用する単位。たと

えば、１㎥の大気中に１㎤、もしくは１トンの水中に１ｇの物質が含まれている場合を１ｐｐｍが含有しているという。 

 

（ヤ 行） 
要請限度 ・・・  騒音規制法及び振動規制法において、市が指定地域内で自動車騒音又は道路交通振動が一定の限度を超えて

道路の周辺の生活環境が著しく損なわれると認めるとき、都道府県公安委員長等に必要な措置を要請できる。この際の境界値を

いう。 


